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増加していることを意味している。
自治体の債権管理は、「生活困窮に陥った区民が資力を回復し、再び納期内
納付者として生活できる状況にすることが、中長期的な歳入の確保策と将来的
な社会保障費の抑制に繋げるために重要である」との認識を持つ必要がある。
このためには、金銭面からいち早く滞納世帯の困窮を発見できる債権管理所
管の役割は大きく、「納付相談の中から滞納の背景にある世帯の困難を発見し
必要な支援に結びつける」仕組みの構築が必須であると整理した。
また、「債権管理業務を法令に基づいて適切に実施することにより、生活を
破綻させることなく納付を可能とすること、債務者負担の軽減を図ること」を
滞りなく実施することも大切であることを再確認した。

本研究のもう一つのテーマである外国人の対応について、序章では外国人
数、在留資格、国籍などの全体の傾向、第1章で各区の債権に関する状況を概
観した。
ここで見えてきたことは、外国人対応は、あくまでも「適切な回収を行うこ
と」を主眼とした取組みが望まれることであった。区によって違いはあるが、
外国人が東京23区に集住している状況、さらに外国人人口の割合が高い区の
一部の債権においては、滞納者の約30％を外国人が占めている状況も見られ
た。国の外国人労働者受入施策拡大の傾向を鑑みると、滞納割合の拡大も懸念
され、対応が急務であることも明らかとなった。
また、23区の外国人居住状況は人数が多いだけではなく、在留資格におい
ても全国的に見てかなり特殊な状況であった。さらに国籍も多様化しており、
従来の「言葉の問題」からより踏み込んだ対応として、通訳手段の量的確保、
多言語化に加え、相手の言語力に応じた手段を重層的に整える必要があること
が見えてきた。加えて、文化・生活環境が異なる地域から来ていることを念頭
においた生活パターンなどの把握、制度周知を徹底し生活者としての権利が行
使できる環境の整備をした上で、義務としての納付を求めていくことが必要と
なっている。

◆手段としての「債権管理一元化」の必要性
これらの対応策を検討するために先進自治体の調査を行い、調査結果につい
て第2章で取組状況の概要に触れた。第3章では、第2章の先進自治体の取組
状況を参照し、「生活困窮者支援」及び「外国人対応」についての具体案を幾
つか挙げ、その前提となる手段として「債権管理一元化」モデルを提案した。
これは、「生活困窮者支援」「外国人対応」をより効果的に実施するためには

「債務者情報を一元的に管理し、全庁的に統一した基準で対応する必要がある」
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終章

自治体における債権管理は、平成19（2007）年頃、累積する収入未済が多
額となり、公平性・公正性の観点から収入率向上を目指した「債権管理業務の
見直し」が各自治体で積極的に行われた。この時期に、債権管理条例や全庁的
な対策会議を設置した自治体も少なくない。これらの取組みを受け、収入未済
額、不納欠損額は減少し、多くの自治体で債権管理業務は「安定した通常業務」
として実施されてきた。
しかし、近年、債権管理を取り巻く状況は、大きく変わりつつある。社会状

況の変化に大きな影響を受ける自治体債権の管理は、これら社会の変化を常に
把握しながら対応する必要がある。特に中長期的な歳入確保・歳出削減に大き
な影響があると考えられる「生活困窮者支援」及び「外国人対応」に注目した
債権管理手法を構築すべきではないか、と考えたことが本研究に取り組むきっ
かけであった。

◆「社会状況の変化を幅広く捉える視点」と「債権管理手法の転換」
本報告書の序章では、研究の背景となる社会状況について触れた。
ここから見えてきたことは、社会の状況が大きく変化し、課題が多様化して

いることである。具体的には「少子高齢化」のほか、「特別区特有の人口動態」
「税制改正等に伴う財源確保」「低所得層の増加」「子どもの貧困」などである。
加えて、「新型コロナウイルス感染症」などの新たな課題も出現している。
現在の情勢から今後を考えた場合、特別区の歳入環境は決して楽観視できる

状況ではないことが見えてきた。自治体の債権は、経済状況が悪化すれば徴収
が困難になるなど、様々な社会状況の変化に大きく影響される。このため、こ
れらの変化を幅広く速やかに捉え、より効果的・効率的な歳入確保策及び債権
管理にかかるコスト削減の視点をもった債権管理の手法に転換する必要があ
る。

◆「生活困窮者支援」と「外国人対応」の必要性
一方で、自治体の責務として「区民の支援」が求められている。序章で見た

低所得者等生活に困難を抱える層の増加傾向に加え、第1章で整理した23区の
債権管理業務の実態では、多くの区で滞納者の傾向として「低所得者の増加」
「複数債権滞納者の増加」が挙げられた。また、「債務整理等何らかの支援を要
する者の増加」も上位であった。このことは、滞納者の中に「支払いたくても
支払うことができない」「生活を立て直すための支援を要する」生活困窮者が
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本報告書を通じて、「生活困窮者の再建支援」が自治体債権管理の重要な要
素となっていること、急増する外国人住民への対応も必須であるなど、債権管
理業務は、社会環境の変化を幅広く把握し、区民生活の実情に応じた対応が必
要であることが伝われば幸いである。
加えて、これらの課題を解決するため、より効果的・効率的な手法として提
案した「債権一元管理」について、各区の実情に応じた検討が進むことを期待
する。
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ためであり必須の手段である。
債権一元管理を実施している先進自治体からは、「複数債権滞納者の納付相

談を１か所で行えるようになった」「全庁で統一した対応が可能となった」と
の効果が挙げられているほか、「職員の専門性の向上」「類似事業の統合による
効率化」など、業務改善としての効果も挙げられた。
一方、第1章で見た23区の債権管理の状況からは、「十分な債権管理が行わ

れていない」との意見が散見され、その要因として「徴収専門部門がない」「滞
納者情報が共有されていない」といった意見が多数挙げられた。これら債権所
管担当からの改善意見としては、「債権一元管理」「専門部署・専任担当の配置」
が上位を占め、「債権一元管理」は、債権管理の実務部門からも強く求められ
ている改善策であると言える。
債権管理業務に限ったことでことではないが、法令に基づいた業務が十分に

行われていないことは、住民監査請求の対象ともなり得、法令遵守の観点から
も「債権の一元管理組織」の設置が必須の手段であることを改めて提案する。

◆今後更に議論を深めていくべき事項
今回の研究を進める中で、やはり「生活困窮者自立支援制度」との連携は必

須であることが明らかになった。
生活困窮者自立支援制度から見ると庁内連携の切り口の一つであるに過ぎな

いが、債権管理は子どもから高齢者まで多くの世帯の困難な状況を「金銭面」
から発見することが可能であり、連携の幅を拡げる議論を福祉部局と深めるこ
とが求められる。
また、外国人対応では、区を跨いだ連携により国籍別の対応や情報を共有す

ることや、政府の「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和2年
度改訂）」ⅰなどを参照し、他の関係機関に共同で働きかける具体策の検討が必
要であると考える。
加えて、研究の基礎調査として実施した23区アンケートの結果から浮き彫

りになった「特別区は債権管理業務が不十分な面が多い」点について、改めて
「債権管理業務の基本」となる「共通マニュアルの整備」や文部科学省が促進
する「学校給食費の公会計化」ⅱなど「債権管理業務」について積極的に改善
に取り組む姿勢が求められる。
このため、今後、実務的な担当者会を開き、相互の債権管理業務の向上に資

する場を設定したいと考えている。

ⅰ　�「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和2年度改訂）」（外国人の受入れ・共生に関する関係
閣僚会議）令和2年7月

ⅱ　�「学校給食費徴収・管理に関するガイドライン」（文部科学省）令和元年7月
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処
す

る
　

　
・
滞

納
額

の
徴

収
対

策
に

関
す

る
事

項
　

　
・
債

務
処

理
の

方
法

に
関

す
る

事
項

①
 副

区
長

(2
名

)、
政

策
経

営
部

長
、

区
民

部
長

、
　

　
福

祉
部

長
、

生
活

支
援

部
長

、
会

計
管

理
室

長
、

　
　

行
政

管
理

担
当

課
長

、
財

政
課

長
、

課
税

課
長

、
　

　
納

税
課

長
、

介
護

保
険

課
長

、
医

療
保

険
課

長

②
 副

区
長

(2
名

)、
政

策
経

営
部

長
、

総
務

部
長

、
  
  
地

域
振

興
部

長
、

福
祉

部
長

、
生

活
支

援
部

長
、

  
  
会

計
管

理
室

長
、

教
育

委
員

会
事

務
局

次
長

、
　

　
社

会
福

祉
協

議
会

事
務

局
長

、
企

画
課

長
、

　
　

計
画

推
進

担
当

課
長

、
財

政
課

長
、

総
務

課
長

、
　

　
経

済
課

長
、

福
祉

課
長

、
保

護
第

一
課

長
、

　
　

保
護

第
二

課
長

、
会

計
管

理
室

次
長

、
　

　
教

育
委

員
会

事
務

局
庶

務
課

長
、

　
　

社
会

福
祉

協
議

会
福

祉
サ

ー
ビ

ス
課

長

①
［
回

数
］

　
　

年
２

回
　

［
主

な
議

題
］

　
・
決

算
分

析
と

課
題

の
共

有
　

・
各

債
権

の
行

動
計

画
確

認

②
［
回

数
］

　
　

年
1
回

程
度

　
［
主

な
課

題
］

　
・
私

債
権

の
処

理
方

針
に

つ
い

て
　

・
私

債
権

弁
護

士
委

託
に

よ
る

回
収

結
果

報
告

に
つ

い
て

品
川

あ
り

・
私

債
権

等
の

放
棄

に
関

す
る

こ
と

。
・
区

が
融

資
し

、
も

し
く
は

出
資

し
、

ま
た

は
財

産
の

貸
付

け
を

行
う

事
業

者
の

経
営

状
況

の
調

査
に

関
す

る
こ

と
。

・
そ

の
他

私
債

権
等

の
管

理
に

関
し

、
区

長
が

必
要

と
認

め
た

事
項

学
識

経
験

者
・
公

認
会

計
士

・
弁

護
士

等
　

４
名

［
回

数
］

　
年

１
回

か
ら

２
回

［
主

な
議

題
］

・
債

権
放

棄
等

目
黒

あ
り

・区
の

非
強

制
徴

収
債

権
の

管
理

方
針

等
に

関
す

る
こ

と
。

・
区

の
非

強
制

徴
収

債
権

の
管

理
状

況
に

調
査

に
関

す
る

こ
と

。
・
区

の
非

強
制

徴
収

債
権

の
放

棄
に

関
し

、
審

査
を

す
る

こ
と

。

副
区

長
、

企
画

経
営

部
長

、
総

務
部

長
、

区
民

生
活

部
長

、
産

業
経

済
部

長
、

健
康

福
祉

部
長

、
子

育
て

支
援

部
長

、
都

市
整

備
部

長

［
回

数
］

　
年

１
回

開
催

［
主

な
議

題
］

・
区

の
非

強
制

徴
収

債
権

の
放

棄
に

関
す

る
審

査

大
田

な
し

世
田

谷
あ

り

(委
員

会
)

　
・
債

権
管

理
の

推
進

に
関

す
る

こ
と

　
・
そ

の
他

委
員

長
が

必
要

と
認

め
る

事
項

(連
絡

会
)

　
下

記
の

調
整

　
・
債

権
管

理
、

収
入

状
況

等
の

全
庁

的
な

進
行

管
理

に
関

す
る

こ
と

　
・
徴

収
強

化
月

間
の

設
定

等
、

徴
収

強
化

の
た

め
の

連
絡

に
関

す
る

こ
と

　
・
債

権
管

理
を

担
当

す
る

職
員

の
専

門
性

の
向

上
及

び
人

材
育

成
を

目
的

と
し

た
研

修
の

実
施

に
関

す
る

こ
と

(委
員

会
)副

区
長

、
教

育
長

、
各

部
長

級

(連
絡

会
)会

計
課

長
、

総
合

支
所

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

生
活

支
援

課
長

（
代

表
）

総
合

支
所

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

保
健

福
祉

課
長

（
代

表
）

課
税

課
長

、
納

税
課

長
、

商
業

課
長

、
国

保
・
年

金
課

長
保

険
料

収
納

課
長

、
生

活
福

祉
課

長
、

介
護

保
険

課
長

子
ど

も
育

成
推

進
課

長
、

児
童

課
長

、
保

育
認

定
・
調

整
課

長
、

住
宅

管
理

課
長

、
幼

児
教

育
・
保

育
推

進
担

当
課

長
、

学
校

健
康

推
進

課
長

(委
員

会
)

［
回

数
］

　
年

１
回

開
催

(連
絡

会
)

［
回

数
］

　
年

４
回

開
催

渋
谷

な
し

債権管理業務における生活困窮者支援・外国人対応
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2
3
区

債
権

管
理

対
策

会
議

設
置

状
況

（
令

和
2
年

1
1
月

時
点

）

区
名

会
議

の
有

無
所

　
掌

　
事

　
項

構
　
成

　
員

開
催

状
況

（
回

数
・
主

な
議

題
）

千
代

田
な
し

中
央

あ
り

区
が

有
す
る
債

権
の

適
正

な
管

理
と
よ
り
一

層
の

徴
収

強
化

を
図

る
た
め
具

体
的

な
取

組
を
検

討
し
、
結

果
を
収

納
率

向
上

部
会

に
報

告
す
る
と
と
も
に
、
歳

入
確

保
対

策
委

員
会

(副
区

長
、
部

長
）
で
審

議
す
る
。

・
債

権
管

理
、
収

入
状

況
等

の
進

行
管

理
に
関

す
る
こ
と

・
徴

収
強

化
の

た
め
の

具
体

的
な
取

組
に
関

す
る
こ
と

・
債

権
管

理
を
担

当
す
る
職

員
の

専
門

性
の

向
上

そ
の

他
人

材
育

成
に
関

す
る
こ
と

総
務

部
長

、
総

務
課

長
未

収
金

を
有

す
る
所

管
の

課
長

［
回

数
］

　
年

２
～

３
回

程
度

［
主

な
議

題
］

・
各

債
権

の
取

組
状

況
(徴

収
計

画
）

・
債

権
放

棄
・
訴

訟
提

起
等

港
あ
り

・
私

債
権

の
管

理
の

方
針

に
関

す
る
事

項
・
私

債
権

の
放

棄
・
徴

収
停

止
に
関

す
る
事

項
・
そ
の

他

内
部

委
員

（
部

長
級

4
名

）

［
回

数
］

　
年

３
回

［
主

な
議

題
］

・
徴

収
停

止
・
債

権
放

棄
の

審
議

・
債

権
管

理
取

組
状

況
の

確
認

等
）

新
宿

あ
り

・
区

の
債

権
の

分
類

に
関

す
る
事

項
・
そ
の

他
区

の
債

権
に
関

す
る
重

要
な
事

項

副
区

長
（
総

務
部

担
当

）
、
総

合
政

策
部

長
総

務
部

長
、
福

祉
部

長
、
子

ど
も
家

庭
部

長
都

市
計

画
部

長
、
会

計
管

理
者

教
育

委
員

会
事

務
局

次
長

［
回

数
］

　
年

１
回

［
主

な
議

題
］

・
債

権
の

分
類

、
債

権
放

棄

文
京

あ
り

・
債

権
管

理
状

況
の

報
告

及
び
取

組
に
関

す
る
こ
と
。

・
債

権
管

理
に
係

る
情

報
の

共
有

に
関

す
る
こ
と
。

・
債

権
放

棄
に
係

る
区

議
会

へ
の

報
告

に
関

す
る
こ
と
。

・
そ
の

他
、
債

権
管

理
に
関

す
る
こ
と
。

会
議

体
に
よ
っ
て
異

な
る

［
回

数
］

　
必

要
に
応

じ
て
開

催
［
主

な
議

題
］

・
債

権
管

理
状

況
に
つ
い
て
　
等

台
東

あ
り

・
収

入
未

済
対

策
の

方
針

に
関

す
る
こ
と
。

・
収

入
未

済
対

策
に
係

る
庁

内
の

連
絡

・
調

整
に
関

す
る
こ
と
。

・
債

権
放

棄
に
関

す
る
こ
と
。

・
そ
の

他
収

入
未

済
対

策
に
関

す
る
こ
と
。

企
画

財
政

部
長
、
会

計
管

理
室

長
、
企

画
課

長
、

経
営

改
革

担
当

課
長

、
財

政
課

長
、

総
務

課
長

収
納

課
長

、
福

祉
課

長
、
会

計
課

長

［
回

数
］

　
年

約
２
回

［
主

な
課

題
］

・
債

権
放

棄
等

墨
田

あ
り

・
規

則
第

３
条

第
１
項

の
規

定
に
よ
る
区

の
債

権
の

分
類

に
関

す
る
事

項
・
区

の
債

権
に
つ
い
て
計

画
的

な
徴

収
が

行
わ

れ
て
い
る
か

否
か

に
つ
い
て
報

告
を

求
め
、
必

要
に
応

じ
て
意

見
を
述

べ
る
こ
と
。

・
区

長
が

必
要

と
認

め
る
区

の
債

権
に
関

す
る
事

項

副
区

長
、
会

計
管

理
者

、
企

画
経

営
室

長
、

総
務

部
長

、
区

民
部

長
地

域
力

支
援

部
長

、
産

業
観

光
部

長
、
福

祉
保

健
部

長
、

子
ど
も
・
子

育
て
支

援
部

長
、

都
市

計
画

部
長

、
都

市
整

備
部

長

［
回

数
］

　
原

則
、
年

１
回
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区
名

会
議

の
有

無
所

　
掌

　
事

　
項

構
　

成
　

員
開

催
状

況
（
回

数
・
主

な
議

題
）

練
馬

あ
り

・
収

納
対

策
の

基
本

方
針

に
関

す
る

事
項

・
収

納
対

策
の

推
進

計
画

に
関

す
る

事
項

・
収

納
対

策
の

推
進

に
関

す
る

事
項

・
前

各
号

に
掲

げ
る

事
項

の
ほ

か
、

本
部

長
（
副

区
長

）
が

必
要

と
認

め
た

事
項

副
区

長
、

教
育

長
、

技
監

、
室

長
、

部
長

、
担

当
部

長
、

保
健

所
長

、
会

計
管

理
室

長
、

教
育

委
員

会
事

務
局

の
部

長
、

選
挙

管
理

委
員

会
事

務
局

長
、

監
査

事
務

局
長

、
議

会
事

務
局

長
、

企
画

課
長

、
財

政
課

長
、

総
務

課
長

、
広

聴
広

報
課

長
、

秘
書

課
長

、
区

政
改

革
担

当
課

長
、

収
納

課
長

［
回

数
］

　
年

１
～

２
回

足
立

あ
り

会
議

体
を

２
つ

設
置

①
・
収

納
率

向
上

対
策

の
策

定
と

そ
の

推
進

に
関

す
る

こ
と

　
・
庁

内
組

織
の

体
制

整
備

並
び

に
関

係
機

関
と

の
調

整
及

び
協

力
に

関
す

る
こ

と
　

・
そ

の
他

、
収

納
事

務
全

般
に

関
す

る
こ

と
②

・
区

の
債

権
の

債
権

回
収

の
た

め
の

処
理

方
針

に
関

す
る

事
項

で
、

区
長

が
必

要
と

認
め

る
も

の
　

・
そ

の
他

区
長

が
必

要
と

認
め

る
事

項

①
財

政
課

、
納

税
課

、
他

１
１

課

②
学

識
経

験
者

2
名

　
足

立
区

民
生

・
児

童
委

員
協

議
会

2
名

　
足

立
区

職
員

１
人

　
特

別
収

納
対

策
課

長
、

係
長

、
係

員

①
［
回

数
］

　
　

年
３

回
　

［
主

な
議

題
］

　
・
各

債
権

の
収

納
状

況
や

対
策

等

②
［
回

数
］

　
　

年
２

～
３

回
開

催
　

［
主

な
課

題
］

　
・
債

権
放

棄
な

ど

葛
飾

あ
り

・
区

の
債

権
の

管
理

・
確

保
等

の
業

務
の

促
進

に
関

す
る

こ
と

。
・
区

の
債

権
の

管
理

・
確

保
等

に
関

す
る

区
民

へ
の

周
知

・
Ｐ

Ｒ
に

関
す

る
こ

と
。

・
区

の
債

権
の

管
理

・
確

保
等

に
必

要
な

組
織

等
の

整
備

に
関

す
る

こ
と

。
・
区

の
債

権
の

管
理

・
確

保
等

に
必

要
な

規
程

の
整

備
に

関
す

る
こ

と
。

・
前

各
号

に
掲

げ
る

も
の

の
ほ

か
、

区
の

債
権

の
管

理
・
確

保
等

の
事

項
に

関
す

る
こ

と

本
部

長
　

 ：
副

区
長

副
本

部
長

：
総

務
部

長
本

部
員

  
 ：

経
営

改
革

担
当

課
長

、
収

納
対

策
課

長
、

 以
下

各
債

権
担

当
課

長
(税

、
国

民
健

康
保

険
、

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
、

介
護

保
険

、
保

育
料

、
学

童
保

育
ク

ラ
ブ

使
用

料
、

住
宅

使
用

料
、

生
業

資
金

償
還

金
、

福
祉

資
金

償
還

金
、

奨
学

資
金

償
還

金
）

［
回

数
］

　
 原

則
と

し
て

年
1
回

(6
月

）
　

　
※

　
た

だ
し

必
要

に
応

じ
て

臨
時

に
開

催
す

る
場

合
も

あ
る

。

江
戸

川
あ

り
公

債
権

の
受

託
の

実
績

報
告

、
私

債
権

の
弁

護
士

委
託

の
実

績
報

告
・
経

過
報

告
、

各
債

権
の

現
状

や
課

題
　

な
ど

各
債

権
担

当
課

長
（
公

債
権

・
私

債
権

）

［
回

数
］

　
年

に
1
回

［
主

な
議

題
］

・
受

託
の

実
績

報
告

・
各

債
権

の
課

題
に

つ
い

て
の

情
報

共
有
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区
名

会
議

の
有

無
所

　
掌

　
事

　
項

構
　

成
　

員
開

催
状

況
（
回

数
・
主

な
議

題
）

中
野

あ
り

・
債

権
管

理
の

方
針

審
議

・
年

間
徴

収
計

画
の

徴
収

、
計

画
内

容
報

告
に

対
す

る
意

見
提

示
・
債

権
放

棄
の

適
否

審
議

・
そ

の
他

、
区

の
債

権
管

理
に

関
し

、
区

長
が

必
要

と
認

め
る

事
項

副
区

長
企

画
部

長
、

区
民

部
長

、
地

域
支

え
あ

い
推

進
部

地
域

包
括

ケ
ア

推
進

担
当

部
長

業
務

改
善

課
長

、
税

務
課

長
、

保
険

医
療

課
長

、
介

護
・
高

齢
者

支
援

課
長

そ
の

他
、

副
区

長
が

必
要

と
認

め
る

職
員

（
最

近
で

は
、

法
務

担
当

課
長

へ
の

出
席

依
頼

が
増

加
）

［
回

数
］

　
概

ね
年

５
回

［
主

な
議

題
］

・
債

権
管

理
状

況
報

告
・
年

間
徴

収
計

画
確

認
・
債

権
放

棄
案

件
審

議
・
債

権
管

理
方

針
策

定
・
そ

の
他

債
権

管
理

に
関

す
る

検
討

事
項

協
議

杉
並

な
し

豊
島

あ
り

税
、

保
険

料
、

使
用

料
、

貸
付

金
返

還
金

等
の

収
納

推
進

に
関

す
る

こ
と

。

区
長

、
副

区
長

豊
島

区
組

織
条

例
に

定
め

る
部

の
長

会
計

管
理

室
長

教
育

委
員

会
事

務
局

教
育

総
務

部
長

の
職

に
あ

る
者

［
回

数
］

　
令

和
２

年
度

は
、

1
1
月

1
日

時
点

で
、

本
部

会
を

1
回

開
催

。
［
主

な
議

題
］

・
外

国
人

留
学

生
の

滞
納

が
多

い
こ

と
等

北
あ

り
・
区

の
債

権
の

放
棄

の
適

否
に

つ
い

て
審

議
す

る
こ

と
。

・
区

の
債

権
の

管
理

に
関

し
必

要
と

認
め

る
事

項
区

民
部

長
、

総
務

課
長

、
戸

籍
住

民
課

長
、

税
務

課
長

、
収

納
推

進
課

長
、

会
計

課
長

［
回

数
］

　
年

１
回

開
催

［
重

内
議

題
］

・
私

債
権

放
棄

な
ど

荒
川

あ
り

・
債

権
回

収
・
管

理
に

対
す

る
支

援
に

関
す

る
こ

と
。

・
債

権
回

収
担

当
職

員
の

研
修

の
実

施
に

関
す

る
こ

と
。

・
納

付
案

内
セ

ン
タ

ー
の

一
層

の
活

用
に

よ
る

債
権

回
収

の
推

進
に

関
す

る
こ

と
。

・
回

収
が

困
難

な
私

債
権

の
不

納
欠

損
処

理
に

関
す

る
こ

と
。

・
そ

の
他

債
権

管
理

の
調

整
及

び
検

討
に

関
す

る
こ

と
。

委
員

長
　

 ：
副

区
長

副
委

員
長

：
会

計
管

理
部

長
（
兼

債
権

管
理

担
当

部
長

）
）

専
門

委
員

：
弁

護
士

委
　

　
　

員
：
各

債
権

所
管

課
長

、
総

務
企

画
課

長
　

　
　

　
　

　
 文

書
係

長
、

　
　

　
　

　
　

 会
計

管
理

課
長

（
兼

債
権

管
理

担
当

課
長

）
）

［
回

数
］

　
年

２
回

開
催

［
主

な
議

題
］

・
債

権
の

取
組

状
況

、
取

組
方

針
等

の
報

告
・
債

権
放

棄
案

件
等

の
審

議

板
橋

あ
り

・
収

入
確

保
に

関
す

る
こ

と
。

・
そ

の
他

区
長

が
必

要
と

認
め

る
事

項
に

関
す

る
こ

と
。

総
務

部
長

、
政

策
経

営
部

長
、

経
営

改
革

推
進

課
長

、
財

政
課

長
、

課
税

課
長

、
納

税
課

長
、

産
業

振
興

課
長

、
介

護
保

険
課

長
、

国
保

年
金

課
長

、
後

期
高

齢
医

療
制

度
課

長
、

福
祉

部
管

理
課

長
、

障
が

い
サ

ー
ビ

ス
課

長
、

板
橋

福
祉

事
務

所
長

、
赤

塚
福

祉
事

務
所

長
、

志
村

福
祉

事
務

所
長

、
子

ど
も

政
策

課
長

、
保

育
サ

ー
ビ

ス
課

長
、

住
宅

政
策

課
長

、
土

木
部

管
理

課
長

、
会

計
管

理
室

長
、

地
域

教
育

力
推

進
課

長

［
回

数
］

　
年

３
回

程
度

（
４

～
５

月
、

７
～

８
月

、
１

～
２

月
）
開

催
［
主

な
議

題
］

・
区

に
お

け
る

収
入

確
保

策
等

に
つ

い
て

検
討

※
平

成
3
0
年

度
か

ら
、

検
討

会
の

下
部

組
織

と
し

て
作

業
部

会
を

設
け

、
議

題
が

あ
る

場
合

に
随

時
開

催
し

て
い

る
。
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仙
　

台
　

市
船

　
橋

　
市

国
　

立
　

市
野

　
洲

　
市

保
育

料
保

育
料

下
水

道
使

用
料

保
護

費
返

還
金

学
校

給
食

費

災
害

援
護

資
金

一 元 管 理 し て い な い

債 権 及 び 理 由 債 権 引 継 基 準

債
権

の
返

還

強
制

徴
収

公
債

権
：
完

納
、

執
行

停
止

す
る

ま
で

非
強

制
徴

収
公

債
権

・
私

債
権

（
法

的
措

置
の

移
管

）
 ：

完
納

又
は

徴
収

停
止

若
し

く
は

債
権

放
棄

の
要

件
に

該
当

 す
る

ま
で

原
則

と
し

て
完

納
も

し
く

は
時

効
と

な
っ

た
時

点
で

返
還

、
生

活
保

護
費

返
還

金
（
6
3
・
7
8
・
不

当
利

得
）
は

保
護

開
始

に
な

っ
た

場
合

も
返

還

移
管

さ
れ

た
債

権
の

債
務

者
が

分
納

等
に

よ
る

債
務

の
履

行
を

希
望

し
、

当
該

債
務

者
が

原
則

３
月

以
上

継
続

し
て

当
該

債
務

の
履

行
を

し
た

場
合

、
ま

た
は

そ
の

他
必

要
な

場
合

非
強

制
徴

収
公

債
権

※
債

権
の

種
類

が
い

く
つ

も
あ

る
た

め
、

現
在

の
と

こ
ろ

一
元

化
し

て
い

な
い

債
権

も
あ

る
が

、
必

要
が

あ
れ

ば
随

時
一

元
化

し
て

い
く

。

上
記

の
債

権

原
則

、
所

管
課

に
お

い
て

各
債

権
を

管
理

。
徴

収
困

難
な

債
権

に
つ

い
て

移
管

の
う

え
管

理
。

私
債

権
上

記
の

債
権

原
則

、
所

管
課

に
お

い
て

各
債

権
を

管
理

。
徴

収
困

難
な

債
権

に
つ

い
て

移
管

の
う

え
管

理
。

そ
の

他
の

公
債

権
、

私
債

権
に

つ
い

て
は

、
債

権
の

規
模

、
特

性
等

よ
り

、
一

元
管

理
対

象
と

し
て

い
な

い
が

、
今

後
対

象
の

拡
大

を
検

討
し

て
い

る
。

今
後

一
元

管
理

の
対

象
と

す
る

予
定

で
あ

る
。

引
継

基
準

強
制

徴
収

公
債

権
：
滞

納
金

額
が

高
額

で
あ

る
も

の
、

消
滅

時
効

が
近

い
も

の
、

分
割

に
よ

る
不

履
行

を
繰

り
返

し
て

い
る

も
の

、
再

三
の

催
告

に
も

か
か

わ
ら

ず
納

付
に

関
す

る
連

絡
の

な
い

も
の

、
そ

の
ほ

か
納

付
の

意
思

が
な

い
と

認
め

ら
れ

る
も

の
非

強
制

徴
収

公
債

権
・
私

債
権

（
法

的
措

置
の

移
行

）
：
督

促
の

履
行

期
限

後
、

概
ね

1
年

を
経

過
し

て
も

完
全

に
履

行
さ

れ
て

い
な

い
も

の
、

重
複

し
て

滞
納

し
て

い
る

債
権

が
あ

る
場

合
は

併
せ

て
移

行

介
護

保
険

料
・
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
→

滞
納

繰
越

分
全

件
、

生
活

保
護

費
返

還
金

（
6
3
・
7
8
・
不

当
利

得
）
→

保
護

廃
止

事
案

の
み

、
そ

の
他

の
市

債
権

→
適

正
な

徴
収

を
行

っ
て

い
る

に
も

関
わ

ら
ず

徴
収

で
き

て
い

な
い

も
の

納
付

指
導

後
、

相
当

期
間

を
経

過
し

て
も

な
お

債
務

者
が

債
務

を
履

行
し

な
い

た
め

、
強

制
執

行
等

の
措

置
が

必
要

と
認

め
た

と
き

。
（
移

管
基

準
）

引
継

時
期

・
頻

度

強
制

徴
収

公
債

権
：
原

則
年

1
回

非
強

制
徴

収
公

債
権

・
私

債
権

（
法

的
措

置
の

移
行

）
：
随

時

介
護

保
険

料
・
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
：
6
月

当
初 生

活
保

護
費

返
還

金
（
6
3
・
7
8
・
不

当
利

得
）
：
不

定
期 そ

の
他

の
市

債
権

：
不

定
期

協
議

を
経

て
随

時

強
制

徴
収

公
債

権
上

記
の

債
権

原
則

、
所

管
課

に
お

い
て

各
債

権
を

管
理

。
徴

収
困

難
な

債
権

に
つ

い
て

移
管

の
う

え
管

理
。

今
後

一
元

管
理

の
対

象
と

す
る

予
定

で
あ

る
。

徴
収

率
が

高
く

、
今

の
と

こ
ろ

一
元

化
の

必
要

が
な

い
た

め
。

東
京

都
に

委
託

し
て

徴
収

し
て

い
る

た
め

。

今
後

一
元

管
理

の
対

象
と

す
る

予
定

で
あ

る
。
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債

権
管

理
状

況
調

査
【
集

計
版

】
①

一
元

化
組

織
に

つ
い

て

総
　

　
数

計
2
5

名
計

6
9

名
計

2
7

名
計

7
名

常
　

　
勤

1
1

名
4
6

2
0

名
4

名

非
 常

 勤
名

名
名

名

再
 任

 用
名

名
名

1
名

会
計

年
度

1
4

名
2
3

7
名

2

そ
 の

 他
名

名
名

名

窓
口

対
応

収
納

窓
口

電
話

催
告

◎
：
実

施
◎

：
実

施

訪
問

催
告

◎
：
実

施

財
産

調
査

◎
：
実

施

通
知

封
入

◎
：
実

施
◎

：
実

施

法
務

相
談

◎
：
実

施
◎

：
実

施

納
付

相
談

法
的

措
置

自
立

支
援

相
談

外
国

語
通

訳
○

：
実

施
予

定

そ
の

他
①

◎
：
実

施

そ
の

他
②

そ
の

他
③

名
（
育

休
代

替
：
３

名
）

仙
　

台
　

市
船

　
橋

　
市

国
　

立
　

市
野

　
洲

　
市

Ｑ
１

　
現

行
の

組
織

に
つ

い
て

名
　

　
　

称
健

康
福

祉
局

　
保

険
高

齢
部

　
保

険
年

金
課

　
徴

収
対

策
室

税
務

部
　

債
権

管
理

課
　

徴
収

第
一

係
政

策
経

営
部

　
収

納
課

総
務

部
　

納
税

推
進

課

名
（
任

期
付

き
：
１

名
）

名
（
育

休
・
産

休
代

替
：
２

名
）

ア
イ

テ
ィ

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ
ン

プ
ロ

パ
イ

ダ
ー

専
門

の
ノ

ウ
ハ

ウ
を

持
つ

、
民

間
企

業

ア
イ

テ
ィ

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ
ン

プ
ロ

パ
イ

ダ
ー

ア
イ

テ
ィ

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ
ン

プ
ロ

パ
イ

ダ
ー

印
刷

業
者

弁
護

士
(報

償
費

を
支

払
い

、
当

課
の

滞
納

整
理

業
務

に
つ

い
て

相
談

し
て

い
る

。
）

弁
護

士
（
債

権
管

理
に

関
す

る
こ

と
）

一
元

化
方

法
滞

納
債

権
の

み
の

一
元

管
理

を
実

施
滞

納
債

権
の

み
の

一
元

管
理

を
実

施

市
税

・
国

民
健

康
保

険
税

：
現

年
納

付
、

滞
納

を
含

め
た

一
元

管
理

介
護

保
険

・
後

期
高

齢
：
滞

納
債

権
の

み
一

元
管

理
そ

の
他

債
権

：
基

準
を

設
け

て
一

元
化

債
権

ご
と

の
画

一
的

な
一

元
化

管
理

は
行

っ
て

い
な

い
。

徴
収

困
難

な
債

権
に

つ
い

て
各

所
管

課
か

ら
移

管
を

受
け

て
債

権
整

理
を

行
っ

て
い

る
。

債
権

整
理

を
行

う
う

え
で

、
債

務
者

に
関

す
る

市
の

債
権

情
報

を
調

査
し

、
関

係
部

署
と

情
報

連
携

を
図

っ
て

い
る

。

市
営

住
宅

使
用

料
、

駐
車

場
使

用
料

、
上

水
道

料
、

学
校

給
食

費
、

通
園

通
学

バ
ス

使
用

料
、

墓
所

管
理

料

職 員 数 管 理 し て い る 債 権

強
制

徴
収

公
債

権
国

民
健

康
保

険
料

、
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
、

介
護

保
険

料
市

税
、

国
民

健
康

保
険

税
、

介
護

保
険

料
、

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

、
生

活
保

護
法

第
7
8
条

徴
収

金

介
護

保
険

料
、

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

、
保

育
所

保
育

料
、

上
下

水
道

負
担

金
・
分

担
金

、
下

水
道

使
用

料
、

生
活

保
護

徴
収

金

非
強

制
徴

収
公

債
権

し
尿

収
集

手
数

料
、

児
童

育
成

料
、

市
場

使
用

料
等

全
て

生
活

保
護

法
第

6
3
条

返
還

金
、

生
活

保
護

法
第

7
8

条
徴

収
金

、
生

活
保

護
費

不
当

利
得

返
還

金
、

国
民

健
康

保
険

不
当

利
得

返
還

金
、

老
人

保
護

措
置

費
本

人
負

担
分

、
児

童
扶

養
手

当
過

誤
払

返
還

金
等

学
童

保
育

料
、

幼
稚

園
保

育
料

、
生

活
保

護
返

還
金

、
公

共
施

設
使

用
料

、
略

式
代

執
行

費
用

私
債

権
奨

学
金

返
還

金
、

市
営

住
宅

使
用

料
、

市
営

霊
堂

使
用

料
、

学
校

給
食

費
等

全
て

社
会

保
険

料
本

人
負

担
分

委 　 託

ア
イ

テ
ィ

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ
ン

プ
ロ

パ
イ

ダ
ー

ア
イ

テ
ィ

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ
ン

プ
ロ

パ
イ

ダ
ー

国
民

健
康

保
険

料
、

介
護

保
険

料
、

下
水

道
事

業
受

益
者

負
担

金
、

下
水

道
使

用
料

、
保

育
料

等
全

て

相
続

財
産

管
理

人
選

任
申

立
て

業
務
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

全
債

権
分

の
経

費
に
つ

い
て
は
未

集
計

。
具

体
的

な
試

算
を
行

っ
た
こ
と
は
な
い
が
、
移

管
者

に
つ

い
て
、
債

権
管

理
課

で
ま
と
め
て
調

査
を
行

っ
て
い

る
。

影
響

な
し

そ
の
他

、
特

に
効

果
が
あ
っ
た
経

費

経
費

と
し
て
の
効

果
に
つ

い
て
は
未

集
計

。
コ
ス
ト

削
減

を
主

な
目

的
と
し
て
い
な
い
た
め
、
効

果
と
し
て

算
出

し
て
お

ら
ず

、
不

明
。

影
響

な
し

複
数

債
権

滞
納

者
の
割

合

国
民

健
康

保
険

料
、
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
、

介
護

保
険

料
の
い
ず

れ
か
を
重

複
し
て
滞

納
し
て
い

る
滞

納
者

の
割

合
　
→

　
6
.5
6
％

未
集

計
。

参
考

）
移

管
者

数
（
強

制
徴

収
公

債
権

）
：

平
成

2
8
年

度
　
3
,3
0
5
人

、
平

成
2
9
年

度
　
2
,9
9
7
人

平
成

3
0
年

度
　
2
,6
7
9
人

、
平

成
3
1
年

度
　
2
,4
3
0
人

シ
ス
テ
ム

運
営

経
費

資
格

賦
課

等
他

業
務

で
も
使

用
し
て
い
る
既

存
の
シ

ス
テ
ム
を
使

用
し
て
い
る
た
め
、
コ
ス
ト
の
変

化
な
し
。

全
債

権
分

の
経

費
に
つ

い
て
は
未

集
計

。
所

管
課

と
の
デ

ー
タ
連

携
が
発

生
す

る
た
め
、
保

守
費

に
つ

い
て
は
税

単
体

の
と
き
よ
り
も
増

加
す

る
。

影
響

な
し

催
告

等
通

知
発

送
経

費
未

集
計

全
債

権
分

の
経

費
に
つ

い
て
は
未

集
計

。
具

体
的

な
試

算
を
行

っ
た
こ
と
は
な
い
が
、
債

権
管

理
課

へ
移

管
と
な
っ
た
後

は
、
そ
の
対

象
者

に
つ

い
て
、
催

告
書

を
所

管
課

で
発

送
し
な
く
な
る
。

影
響

な
し

催
告

等
委

託
経

費
一

元
化

組
織

設
置

後
に
開

始

全
債

権
分

の
経

費
に
つ

い
て
は
未

集
計

。
具

体
的

な
試

算
を
行

っ
た
こ
と
は
な
い
が
、
債

権
管

理
課

へ
移

管
と
な
っ
た
後

は
、
そ
の
対

象
者

に
つ

い
て
、
催

告
書

を
所

管
課

で
発

送
し
な
く
な
る
。

影
響

な
し

債
権

所
管

課
に
お

け
る
事

務
の
軽

減
の
効

果
が
出

て
い
る
と
思

わ
れ
る
。

Ｑ
３
　
一

元
化

組
織

設
置

効
果

職
員

数
の

増
減

減
少

し
た
。

未
集

計
増

減
な
し
。

増
減

な
し
（
課

内
室

か
ら
課

と
し
て
独

立
し
て
い
る
）

超
過

勤
務

の
縮

減
等

、
人

件
費

の
増

減

滞
納

整
理

に
従

事
す

る
職

員
数

が
減

少
し
た
こ
と

で
、
人

件
費

が
減

少
し
た
。

未
集

計

介
護

保
険

料
及

び
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
の
一

元
化

時
点

で
は
、
増

減
は
さ
ほ
ど
な
か
っ
た
と
思

わ
れ
る
。
生

活
保

護
費

返
還

金
（
6
3
・
7
8
・
不

当
利

得
）

の
債

権
管

理
を
本

格
的

に
開

始
（
一

元
化

だ
け
で
な

く
、
債

権
所

管
課

の
フ
ォ
ロ
ー

等
が
多

く
を
占

め
る
）
し

た
平

成
2
9
年

度
か
ら
超

過
勤

務
が
増

と
な
っ
た
が
、

令
和

２
年

１
０
月

現
在

は
業

務
量

も
落

ち
着

い
て
き
て

お
り
、
一

元
化

前
と
さ
ほ
ど
変

わ
ら
な
い
と
思

わ
れ
る
。

財
産

調
査

等
委

託
経

費
一

元
化

組
織

設
置

後
に
開

始

職 員 定 数 シ ス テ ム 運 営 経 費 ・ 事 務 費 等

※
新

規
事

業
に
近

い
た
め
、
コ
ス
ト
削

減
効

果
は
な

い
。

収
入

率
の
向

上

各
債

権
の
総

括
収

納
率

に
つ

い
て
、
国

民
健

康
料

は
、
平

成
2
3
年

度
6
7
.7
4
％

か
ら
令

和
元

年
度

8
9
.7
1
％

、
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
は
、
平

成
2
3

年
度

9
7
.4
1
％

か
ら
令

和
元

年
9
9
.2
8
％

、
介

護
保

険
料

は
、
平

成
2
3
年

9
5
.1
％

か
ら
令

和
元

年
度

9
8
.5
％

に
そ
れ
ぞ
れ
向

上
し
た
。

国
立

市
は
市

税
の
徴

収
率

が
平

成
３
０
年

度
ま
で
4

年
連

続
全

国
１
位

（
令

和
元

年
度

の
結

果
は
未

発
表

）
と
な
っ
て
お

り
、
そ
の
ノ
ウ
ハ
ウ
・
ス
キ
ル
を
他

の
強

制
徴

収
公

債
権

で
も
活

用
し
、
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
及

び
介

護
保

険
料

の
徴

収
率

（
滞

納
繰

越
分

）
を
大

幅
に
向

上
、
不

納
欠

損
額

を
大

幅
に
減

少
さ
せ

る
こ
と
が
で
き
た
。
非

強
制

徴
収

債
権

に
つ

い
て

は
、
徴

収
率

で
分

析
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
も
の
の
、

催
告

等
を
し
っ
か
り
行

っ
た
こ
と
に
よ
り
納

付
額
が
増

加
し
て
い
る
。
そ
の
他

、
生

活
保

護
費

返
還

金
に
つ

い
て
は
、
適

正
な
債

権
管

理
が
国

庫
負

担
金

と
も
関

連
し
て
く
る
。
以

上
の
と
お

り
最

大
限

の
歳

入
の
確

保
が
徴

収
一

元
化

・
市

債
権

の
総

括
管

理
の
最

大
の

効
果

で
あ
る
。

徴
収

、
債

権
放

棄
を
含

め
債

権
の
整

理
を
進

め
る
こ

と
で
、
結

果
と
し
て
収

入
率

の
向

上
に
繋

が
っ
て
い

る
。

削 減 効 果 以 外 の 効 果

徴
収

一
元

化
と
の
因

果
関

係
は
不

明
だ
が
、
こ
こ
数

年
は
前

後
す

る
も
の
の
、
平

成
２
３
年

度
か
ら
の
推

移
を
み

る
と
収

入
率

自
体

は
向

上
し
て
い
る
。

債権管理業務における生活困窮者支援・外国人対応

145

序章
1
2
3

第1章
1-1
1-2
1-3

第2章
2-1
2-2
2-3
2-4

第3章
3-1
3-2
3-3

終章

参考資料

129-187_中野区 _ 責校 中野区

145

129-187_中野区_責.indd   145 2021/03/29   17:13

仙
　

台
　

市
船

　
橋

　
市

国
　

立
　

市
野

　
洲

　
市

市
税

徴
収

率
の

低
迷

か
ら

脱
却

し
た

ノ
ウ

ハ
ウ

（
延

滞
金

の
徴

収
、

差
押

、
滞

納
整

理
シ

ス
テ

ム
の

構
築

等
の

業
務

効
率

化
）
を

市
税

以
外

の
債

権
で

活
用

で
き

な
い

か
、

更
に

、
市

税
を

扱
う

徴
収

職
員

に
他

の
債

権
の

徴
収

を
任

せ
ら

れ
な

い
か

、
議

会
か

ら
の

要
望

等
が

あ
っ

た
。

そ
こ

で
、

平
成

2
0
年

度
よ

り
自

力
執

行
権

の
あ

る
市

税
と

強
制

徴
収

公
債

権
の

一
元

徴
収

を
開

始
。

徴
収

額
に

効
果

が
見

ら
れ

た
こ

と
か

ら
、

自
力

執
行

権
の

な
い

非
強

制
徴

収
公

債
権

及
び

私
債

権
に

つ
い

て
も

一
元

化
し

、
訴

訟
、

強
制

執
行

等
の

法
的

措
置

を
す

べ
き

と
判

断
。

平
成

2
3
年

度
か

ら
、

非
強

制
徴

収
公

債
権

・
私

債
権

の
訴

訟
、

強
制

執
行

等
の

手
続

き
を

開
始

。

Ｑ
２

　
一

元
化

組
織

を
設

置
し

た
経

緯
、

背
景

実
施

時
期

平
成

2
4
年

4
月

　
開

始
平

成
2
0
年

度
よ

り
。

非
強

制
徴

収
公

債
権

・
私

債
権

の
法

的
措

置
の

移
行

は
平

成
2
3
年

度
か

ら
。

収
納

課
は

、
元

々
市

税
及

び
国

民
健

康
保

険
税

の
み

を
徴

収
し

て
い

た
が

、
平

成
2
5
年

度
か

ら
介

護
保

険
料

及
び

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

の
滞

納
事

案
（
一

部
）
の

徴
収

引
継

を
開

始
し

、
平

成
2
8
年

度
か

ら
介

護
保

険
料

及
び

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

滞
納

繰
越

分
全

件
の

徴
収

一
元

化
を

実
施

。
そ

の
後

、
そ

の
他

の
市

債
権

に
つ

い
て

も
段

階
的

に
一

元
化

を
実

施
。

経
緯

・
背

景

平
成

2
1
年

度
及

び
2
2
年

度
の

本
市

 の
現

年
度

収
納

率
は

政
令

指
定

都
市

の
中

で
最

下
位

だ
っ

た
。

そ
れ

ま
で

収
納

率
低

迷
は

、
低

所
得

者
の

経
済

的
理

由
か

ら
保

険
料

が
納

め
ら

れ
な

い
の

が
主

た
る

原
因

と
さ

れ
て

い
た

が
、

徴
収

体
制

に
も

原
因

が
あ

る
と

考
え

、
本

庁
と

区
役

所
の

役
割

を
明

確
化

し
た

う
え

で
地

方
税

法
、

国
税

徴
収

法
を

基
本

と
し

た
徴

収
体

制
を

構
築

す
る

た
め

に
、

徴
収

対
策

室
を

設
置

し
た

。

平
成

2
5
年

度
に

市
債

権
係

を
設

置
し

た
時

点
で

は
、

市
債

権
の

総
括

管
理

（
債

権
管

理
条

例
制

定
・
運

用
、

債
権

所
管

課
へ

の
指

導
・
助

言
等

）
が

メ
イ

ン
で

一
元

化
の

予
定

は
な

か
っ

た
が

、
各

債
権

所
管

課
の

債
権

管
理

状
況

を
確

認
し

て
い

く
中

で
一

元
化

の
必

要
性

が
認

め
ら

れ
た

た
め

、
実

施
す

る
こ

と
と

し
た

。
た

だ
し

、
職

員
の

増
員

は
行

わ
ず

に
実

施
し

て
い

る
た

め
、

収
納

課
の

業
務

量
と

の
兼

ね
合

い
で

段
階

的
に

実
施

し
て

き
て

い
る

。

野
洲

市
債

権
適

正
管

理
検

討
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

（
平

成
2
5
年

1
2
月

～
平

成
2
7
年

3
月

末
）
を

立
ち

上
げ

、
管

理
及

び
徴

収
に

係
る

現
状

調
査

、
適

正
管

理
手

法
の

検
討

を
行

っ
た

。
滞

納
者

≒
多

重
債

務
者

（
消

費
生

活
）
≒

生
活

困
窮

者
で

あ
る

こ
と

か
ら

市
民

生
活

相
談

課
と

納
税

部
局

が
連

携
を

と
り

、
生

活
再

建
の

視
点

を
踏

ま
え

た
条

例
を

制
定

し
、

生
活

困
窮

者
へ

の
支

援
を

行
っ

て
い

る
。

平
成

２
７

年
４

月
1
日

に
野

洲
市

債
権

管
理

条
例

等
を

施
行

。
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

①
市

税
・
強

制
徴

収
公

債
権

用
シ
ス
テ
ム
：
新

規
調

達 ②
非

強
制

徴
収

公
債

権
・
私

債
権

用
シ
ス
テ
ム
：
新

規
調

達

※
税

外
債

権
の
徴

収
一

元
化

に
あ
た
っ
て
は
、
シ
ス

テ
ム
導

入
を
行

っ
て
い
な
い
。

滞
納

状
況

折
衝

経
過

な
ど
の
経

過
管

理
機

能
（
職

員
使

用
シ
ス
テ
ム
）
　
　
　
　
　
あ
り

（
催

告
業

務
委

託
先

使
用

シ
ス
テ
ム
）
あ
り

既
存

シ
ス
テ
ム
を
使

用
。
一

元
化

へ
の
対

応
は
し
て

い
な
い
。

Ｑ
４
　
滞

納
整

理
シ
ス
テ
ム
に
つ

い
て

各
債

権
か
ら
の

情
報

連
携

方
法

（
職

員
使

用
シ
ス
テ
ム
）

　
連

携
し
て
い
な
い
。

（
催

告
業

務
委

託
先

使
用

シ
ス
テ
ム
）

　
個

別
シ
ス
テ
ム
よ
り
C
S
V
形

式
で
滞

納
情

報
を
出

力
し
、
取

り
込

ん
で
い
る
。

①
連

携
デ

ー
タ
サ
ー

バ
を
介

し
た
デ

ー
タ
連

携
②

連
携

デ
ー

タ
サ
ー

バ
を
介

し
た
デ

ー
タ
連

携

全
債

権
と
の
シ
ス
テ
ム
内

で
の
連

携
機

能
は
な
く
、
紙

媒
体

ま
た
は
抽

出
デ

ー
タ
に
て
行

っ
て
い
る
。
（
税

、
介

護
保

険
料

、
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
は
連

携
可

能
。
）

複
数

債
権

滞
納

者
の

名
寄

せ
機

能
（
職

員
使

用
シ
ス
テ
ム
）
　
　
　
　
　
な
し

（
催

告
業

務
委

託
先

使
用

シ
ス
テ
ム
）
あ
り

①
有

②
有

個
別

シ
ス
テ
ム
で
管

理
し
て
お

り
、
名

寄
せ

機
能

は
な
い
。

特
に
な
し

シ ス テ ム の 機 能 に つ い て
各

債
権

ご
と
に
所

管
課

に
お

い
て
管

理
し
て
い
る
。

納
付

書
、
催

告
書

等
の
印

刷

（
職

員
使

用
シ
ス
テ
ム
）
　
　
　
　
　
ど
ち
ら
も
印

刷
可

（
催

告
業

務
委

託
先

使
用

シ
ス
テ
ム
）
催

告
書

印
刷

可

①
有

②
裁

判
所

へ
の
申

立
書

等
の
印

刷
機

能
有

各
所

管
課

に
お

い
て
事

務
を
行

っ
て
い
る
。
（
一

部
ア

ウ
ト
ソ
ー

シ
ン
グ
）

滞
納

者
の

基
本

情
報

（
職

員
使

用
シ
ス
テ
ム
）

　
宛

名
番

号
、
通

知
書

番
号

、
氏

名
、
生

年
月

日
、

性
別

、
世

帯
番

号
、
住

所
（
催

告
業

務
委

託
先

使
用

シ
ス
テ
ム
）

　
宛

名
番

号
、
通

知
書

番
号

、
氏

名
、
生

年
月

日
、

電
話

番
号

、
世

帯
番

号
、
住

所
、
滞

納
情

報
、
経

過
記

録

①
氏

名
、
住

所
、
生

年
月

日
、
世

帯
情

報
、
電

話
番

号 ②
住

所
、
生

年
月

日
、
世

帯
情

報
個

々
の
管

理
シ
ス
テ
ム
に
お

い
て
異

な
る
。

各
債

権
ご
と
に
シ
ス
テ
ム
管

理
し
て
い
る
。

導
入

ま
で
の

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

（
職

員
使

用
シ
ス
テ
ム
）

　
既

存
シ
ス
テ
ム
と
し
て
使

用
し
て
い
た
。

（
催

告
業

務
委

託
先

使
用

シ
ス
テ
ム
）

　
平

成
2
4
年

1
0
月

1
0
日

に
入

札
を
行

い
、
業

務
委

託
開

始
時

（
平

成
2
4
年

1
1
月

2
4
日

）
に
、
委

託
先

業
者

が
導

入
。

①
平

成
2
9
年

度
　
開

発
業

者
選

定
（
プ
ロ
ポ
ー

ザ
ル
）

　
平

成
3
0
年

度
　
シ
ス
テ
ム
構

築
～

本
稼

働
（
平

成
3
1
年

3
月

）
②

平
成

2
6
年

度
　
開

発
業

者
選

定
（
プ
ロ
ポ
ー

ザ
ル
）

　
平

成
2
6
年

度
　
シ
ス
テ
ム
構

築
～

本
稼

働
（
平

成
2
7
年

2
月

）

近
隣

市
と
共

同
で
プ
ロ
ポ
ー

ザ
ル
実

施
し
ベ

ン
ダ
ー

を
決

定
し
た
う
え
で
導

入
。

導
入

に
あ
た
っ
て
の
懸

案
事

項

①
公

金
徴

収
一

元
化

を
し
て
い
る
関

係
で
デ

ー
タ

連
携

部
署

が
多

い
た
め
、
連

携
機

能
に
支

障
が
出

な
い
か
が
懸

念
材

料
で
し
た
。

②
債

権
の
種

類
に
よ
っ
て
消

滅
時

効
期

間
が
異

な
る
こ
と
。
ま
た
、
遅

延
損

害
金

と
延

滞
金

で
は
計

算
方

法
が
異

な
る
こ
と
。

①
有

②
有

そ
の
他

、
有

効
な
機

能
①

デ
ー

タ
抽

出
機

能
②

デ
ー

タ
抽

出
機

能

　
時

効
管

理
（
職

員
使

用
シ
ス
テ
ム
）
　
　
　
　
　
あ
り

（
催

告
業

務
委

託
先

使
用

シ
ス
テ
ム
）
あ
り

①
有

②
有

調
達

方
法

（
職

員
使

用
シ
ス
テ
ム
）
既

存
シ
ス
テ
ム

（
催

告
業

務
委

託
先

使
用

シ
ス
テ
ム
）
新

規
調

達

債権管理業務における生活困窮者支援・外国人対応
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

特
に
な
し

特
に
な
し

議
会

か
ら

の
反

応

支
払

環
境

の
統

一

移
管

や
法

的
措

置
を
移

行
さ
れ
た
案

件
に
つ

い
て

は
、
複

数
債

権
の
滞

納
が
あ
る
場

合
、
一

度
に
該

当
債

権
分

の
納

付
書

を
受

け
取

る
こ
と
が
で
き
る
。

そ
の
一

方
で
、
徴

収
一

元
化

を
行

っ
た
こ
と
に
よ
り

市
全

体
の
債

権
の
支

払
方

法
を
統

一
し
た
こ
と
な
ど

は
な
い
。

い
わ
ゆ
る
郵

振
り
（
郵

便
局

で
使

用
で
き
る
税

目
等

を
指

定
せ

ず
金

額
だ
け
記

入
し
て
納

付
で
き
る
用

紙
）

で
も
納

付
で
き
る
よ
う
に
し
た
た
め
、
納

付
が
あ
っ
た

場
合

を
除

き
債

権
所

管
課

で
納

付
書

を
発

行
す

る
必

要
が
な
く
な
っ
た
（
納

付
書

は
財

務
会

計
シ
ス
テ
ム
か

ら
出

力
す

る
が
、
手

間
が
か
か
る
た
め
、
す

べ
て
の
督

促
状

・
催

告
書

に
納

付
書

を
つ

け
る
の
は
大

変
）
。
ま

た
、
郵

振
り
で
あ
れ
ば

郵
便

局
の
A
T
M
で
も
納

付
で

き
る
（
1
0
万

円
未

満
の
み

）
た
め
、
夜

間
・
土

日
も
納

付
で
き
、
市

民
の
利

便
性

も
向

上
し
た
。

庁
内

に
お

い
て
統

一
は
し
て
い
な
い
。

事
務

改
善

の
推

進
（
Ａ
Ｉ、

Ｒ
Ｐ
Ａ

等
）

各
区

で
は
滞

納
整

理
を
複

数
の
業

務
の
中

の
一

つ
と
し
て
行

っ
て
い
た
が
、
一

元
化

組
織

を
設

置
す

る
こ

と
で
、
集

中
し
て
滞

納
整

理
に
取

り
組

め
る
環

境
を
作

る
こ
と
が
で
き
た
。

各
区

は
納

付
相

談
業

務
を
行

う
、
本

庁
は
高

額
滞

納
者

等
の
納

付
困

難
事

案
へ

の
対

応
、
滞

納
処

分
業

務
を
行

う
と
い
っ
た
役

割
分

担
を
明

確
に
で
き
た
。

A
Iや

R
P
A
の
活

用
そ
の
他

効
率

化
を
視

点
に
置

い
た
業

務
改

善
に
つ

い
て
は
現

在
債

権
管

理
課

に
て

進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
徴

収
一

元
化

に
し
た

こ
と
に
よ
り
市

全
体

に
こ
れ
ら
事

務
改

善
の
影

響
が

あ
っ
た
と
は
認

め
ら
れ
な
い
。

類
似

事
業

の
統

合
に
よ
る
効

率
化

、
書

類
の
電

子
保

存
。

特
に
な
し

　
そ
の
他

、
特

に
効

果
が
あ
っ
た

事
柄

強
制

徴
収

公
債

権
に
つ

い
て
；
滞

納
者

が
、
個

々
の

課
で
行

っ
て
い
た
滞

納
相

談
を
一

つ
の
箇

所
で
ま
と

め
て
行

う
こ
と
が
可

能
と
な
っ
た
。
ま
た
、
差

押
や

交
付

要
求

に
つ

い
て
も
、
滞

納
者

毎
に
ま
と
め
て
行

う
こ
と
が
可

能
と
な
っ
た
。

徴
収

業
務

を
怠

る
こ
と
は
住

民
監

査
請

求
等

の
対

象
に
も
な
り
得

る
た
め
、
し
っ
か
り
徴

収
を
行

う
こ
と
が
法

令
順

守
の
観

点
で
も
必

要
と
な
る
。

各
債

権
所

管
課

の
能

力
向

上
。
市

民
生

活
相

談
課

を
中

心
と
す

る
連

携
の
風

土
の
効

果
が
上

が
っ
て
い

る
。

住
民

か
ら

の
反

応
一

か
所

で
折

衝
が
で
き
る
の
で
概

ね
好

評
。

特
に
な
し

債
権

管
理

条
例

に
つ

い
て
は
全

国
各

自
治

体
及

び
議

会
か
ら
視

察
依

頼
が
多

く
あ
り
高

い
評

価
を
頂

い
て
い
る
。

複
数

債
権

滞
納

者
対

応
市

の
債

権
と
し
て
統

一
的

な
基

準
で
対

応
が
で
き

る
。

複
数

債
権

の
滞

納
整

理
が
同

時
に
進

め
ら
れ
、
滞

納
者

に
と
っ
て
も
一

か
所

で
折

衝
が
で
き
る
こ
と
で

時
間

的
な
負

担
も
軽

減
さ
れ
る
。

複
数

債
権

滞
納

者
に
つ

い
て
は
、
徴

収
業

務
（
納

付
相

談
、
催

告
、
調

査
、
差

押
等

）
を
ま
と
め
て
行

っ
て

い
る
。
ま
た
、
多

く
の
債

権
に
つ

い
て
一

律
の
対

応
を

行
う
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
で
賦

課
徴

収
の
公

平
・
公

正
さ

が
確

保
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

債
権

所
管

課
間

に
お

い
て
情

報
共

有
を
行

う
こ
と
で

債
務

者
に
対

し
横

断
的

な
対

応
を
す

る
こ
と
が
で
き

る
。

職
員

の
専

門
性

向
上

一
元

化
す

る
こ
と
で
知

識
や

ノ
ウ
ハ
ウ
を
共

有
す

る
こ

と
が
で
き
、
高

い
水

準
を
維

持
で
き
て
い
る
。

債
権

管
理

部
署

の
職

員
に
つ

い
て
は
、
個

々
の
債

権
に
つ

い
て
必

要
な
知

識
（
納

期
限

や
支

払
回

数
、

特
性

等
）
を
習

得
し
、
債

権
管

理
部

署
の
滞

納
整

理
業

務
に
専

念
で
き
る
こ
と
に
よ
っ
て
知

識
と
ス
キ
ル
を

高
め
、
市

の
債

権
管

理
の
方

針
の
作

成
や

情
報

共
有

な
ど
で
市

全
体

に
フ
ィ
ー

ド
バ
ッ
ク
で
き
る
よ
う
に

な
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
各

債
権

所
管

課
の
専

門
性

も
向

上
し
、
統

一
的

な
債

権
管

理
業

務
を
行

う
こ
と
が

可
能

と
な
っ
た
。

収
納

課
の
職

員
は
徴

収
・
債

権
管

理
に
関

す
る
専

門
的

な
知

識
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持

っ
て
は
い
る
が
、
徴

収
一

元
化

に
よ
り
直

接
徴

収
す

る
中

で
各

債
権

の
賦

課
徴

収
に
つ

い
て
理

解
を
深

め
る
こ
と
が
で
き
、
こ
う
し
た

点
は
他

の
債

権
の
徴

収
・
市

債
権

の
総

括
管

理
に
も

生
か
す

こ
と
が
で
き
る
。

市
税

の
徴

収
部

門
の
職

員
が
対

応
す

る
こ
と
に
よ
り

専
門

性
の
向

上
が
図

れ
る
。

徴
収

一
元

化
は
議

会
か
ら
の
要

望
も
あ
っ
た
。
概

ね
好

評
。

削 減 効 果 以 外 の 効 果 （ つ づ き ）
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

債
権

所
管

課
で
行

わ
れ
て
い
な
か
っ
た
滞

納
処

分
や

法
的

措
置

な
ど
を
債

権
管

理
課

で
新

た
に
実

施
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
た
め
、
特

に
引

継
に
関

し
て

懸
案

と
な
っ
た
事

項
は
な
い
。

国
立

市
は
段

階
的

に
一

元
化

し
て
き
て
お

り
、
シ
ス
テ

ム
の
改

修
等

も
ほ
と
ん
ど
行

っ
て
い
な
い
た
め
、
移

行
期

間
は
さ
ほ
ど
取

っ
て
い
な
い
。
高

齢
者

医
療

保
険

料
及

び
介

護
保

険
料

の
移

管
を
行

う
際

に
シ
ス
テ
ム

の
使

い
方

を
覚

え
る
の
に
１
カ
月

程
度

な
ど
。

　
事

務
引

き
継

ぎ

　
そ
の
他

賦
課

の
変

更
（
賦

課
の
取

消
や

減
額

）
が
あ
っ
た
場

合
の
情

報
共

有
の
方

法
や

納
付

か
ら
消

込
（
シ
ス
テ

ム
等

へ
の
反

映
）
ま
で
の
時

間
等

の
確

認
。
生

活
保

護
費

返
還

金
等

に
つ

い
て
は
、
そ
も
そ
も
債

権
管

理
台

帳
（
時

効
の
管

理
、
経

過
記

録
、
督

促
発

布
等

の
記

録
な
ど
）
が
し
っ
か
り
し
て
い
な
い
と
い
う
問

題
が

あ
っ
た
た
め
、
ま
ず

は
債

権
所

管
課

と
収

納
課

が
協

力
し
て
債

権
管

理
台

帳
を
整

備
す

る
等

最
低

限
移

管
で
き
る
状

態
に
す

る
た
め
の
準

備
で
１
年

以
上

か
か
っ
た
。
ま
た
、
高

齢
者

医
療

保
険

料
及

び
介

護
保

険
料

に
つ

い
て
は
、
現

年
分

と
滞

納
繰

越
分

で
取

扱
い
が
異

な
る
と
良

く
な
い
の
で
、
延

滞
金

の
取

扱
い
そ

の
他

細
か
な
事

務
の
や

り
方

に
つ

い
て
債

権
所

管
課

と
調

整
を
行

っ
た
。

生
活

再
建

の
フ
ィ
ル
タ
ー

を
通

し
て
債

権
所

管
課

の
意

見
を
受

け
て
管

理
。

新
組

織
で
差

し
押

さ
え
を
行

う
に
あ
た
り
、
現

行
組

織
で
差

し
押

さ
え
を
行

っ
て
い
る
案

件
に
つ

い
て
、
整

理
し
た
。

債権管理業務における生活困窮者支援・外国人対応

149

序章
1
2
3

第1章
1-1
1-2
1-3

第2章
2-1
2-2
2-3
2-4

第3章
3-1
3-2
3-3

終章

参考資料

129-187_中野区 _ 責校 中野区

149

129-187_中野区_責.indd   149 2021/03/29   17:14

仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

一
元

化
組

織
で
の
対

応
方

法
職

員
を
各

債
権

を
取

り
扱

う
課

の
併

任
と
し
た
。

本
市

に
お

い
て
は
、
事

務
分

掌
規

則
に
定

め
る
債

権
管

理
課

の
事

務
分

掌
に
「
市

の
債

権
の
管

理
、

滞
納

対
策

等
に
係

る
総

括
に
関

す
る
こ
と
。
」
、
「
市

の
債

権
に
係

る
支

払
督

促
、
民

事
訴

訟
の
提

起
、

強
制

執
行

、
相

殺
、
債

権
の
放

棄
に
関

す
る
こ
と
。
」

等
の
規

定
が
あ
る
。

こ
れ
ら
の
事

務
遂

行
に
は
所

管
課

か
ら
の
個

人
情

報
収

集
が
必

須
で
あ
り
、
船

橋
市

個
人

情
報

保
護

条
例

か
ら
も
、
債

権
管

理
課

が
債

権
債

務
の
情

報
を

活
用

す
る
こ
と
は
、
個

人
情

報
の
利

用
及

び
提

供
の

制
限

に
抵

触
し
な
い
と
考

え
る
。

強
制

徴
収

公
債

権
及

び
非

強
制

徴
収

債
権

間
の
情

報
の
や

り
取

り
は
行

わ
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
た
め
、
特

に
な
し
。

本
人

の
同

意
に
基

づ
き
、
生

活
困

窮
者

支
援

を
所

管
す

る
市

民
生

活
相

談
課

に
情

報
を
集

約
す

る
。

Ｑ
５
　
一

元
化

組
織

検
討

中
に
特

に
懸

案
と
な
っ
た
事

項
及

び
検

討
結

果

個 人 情 報 保 護

地
方

税
法

第
２
２
条

の
解

釈
方

法
同

上

市
民

税
課

等
の
税

を
賦

課
す

る
立

場
に
あ
る
課

が
情

報
を
出

す
こ
と
が
地

方
税

法
第

2
2
条

に
抵

触
す

る
か
ど
う
か
に
つ

い
て
は
、
判

例
及

び
通

達
が
無

い
こ
と
か
ら
各

自
治

体
で
判

断
が
分

か
れ
る
と
こ
ろ
で

は
あ
る
が
、
本

市
は
所

管
課

か
ら
強

制
徴

収
公

債
権

に
つ

い
て
移

管
さ
れ
た
滞

納
者

に
つ

い
て
は
こ

れ
に
抵

触
し
な
い
と
考

え
る
が
、
非

強
制

徴
収

公
債

権
及

び
私

債
権

に
つ

い
て
一

元
的

に
法

的
措

置
を

す
べ

き
滞

納
者

で
あ
り
、
同

時
に
税

又
は
強

制
徴

収
公

債
権

を
滞

納
し
て
い
な
い
場

合
に
は
、
税

情
報

を
提

供
し
た
市

民
税

課
の
職

員
は
こ
れ
に
抵

触
す

る
お

そ
れ
が
あ
る
と
し
て
、
そ
の
場

合
は
税

情
報

を
利

用
し
て
い
な
い
。

　
ま
た
、
「
債

権
管

理
課

」
が
行

う
税

・
強

制
徴

収
公

債
権

の
滞

納
処

分
等

の
債

権
管

理
に
お

い
て
得

た
情

報
を
、
債

権
管

理
課

内
で
共

有
し
、
非

強
制

徴
収

公
債

権
・
私

債
権

の
債

権
管

理
（
強

制
執

行
の
差

押
え
先

、
徴

収
停

止
・
債

権
放

棄
の
要

件
確

認
）
に

利
用

す
る
こ
と
に
つ

い
て
は
、
「
債

権
管

理
課

」
と
い

う
「
組

織
」
と
「
そ
の
組

織
の
事

務
分

掌
」
、
「
個

人
情

報
の
目

的
外

使
用

」
に
よ
り
、
情

報
共

有
を
可

能
と
し

て
い
る
。

強
制

徴
収

公
債

権
の
徴

収
に
関

し
て
取

得
し
た
情

報
を
非

強
制

徴
収

債
権

の
徴

収
に
使

用
す

る
こ
と
は

で
き
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
た
め
、
特

に
な
し
。

現
行

組
織

と
の
兼

ね
合

い
、
庁

内
調

整

納
付

相
談

及
び

滞
納

整
理

業
務

に
つ

い
て
、
現

行
組

織
が
新

組
織

任
せ

に
な
ら
な
い
よ
う
に
意

識
付

け
を
図

っ
た
。

組
織

を
横

断
し
債

権
を
扱

う
た
め
、
反

対
意

見
も
多

く
組

織
調

整
に
は
苦

労
を
伴

っ
た
。

介
護

保
険

料
及

び
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
に
つ

い
て
は
、
収

納
課

職
員

の
負

担
は
増

え
る
も
の
の
、

費
用

対
効

果
の
面

か
ら
シ
ス
テ
ム
の
一

元
化

は
行

わ
な
い
こ
と
と
し
た
。
そ
の
他

の
債

権
に
つ

い
て
も
、
増

員
せ

ず
に
現

行
組

織
に
て
対

応
す

る
と
い
う
こ
と
が

前
提

と
し
て
あ
っ
た
た
め
、
現

行
組

織
で
対

応
で
き
る

範
囲

で
段

階
的

に
一

元
化

を
実

施
し
た
。

本
人

同
意

に
基

づ
き
利

用
し
て
い
る
（
強

制
徴

収
公

債
権

で
は
総

務
省

通
達

に
基

づ
き
連

携
）
。
税

情
報

を
支

援
の
た
め
に
活

用
で
き
る
よ
う
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

法
の
改

正
を
要

望
し
た
。

対
象

と
す

る
債

権
国

民
健

康
保

険
料

、
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
、

介
護

保
険

料

所
管

課
で
シ
ス
テ
ム
対

応
し
て
い
る
も
の
も
あ
れ
ば

、
シ
ス
テ
ム
導

入
を
行

っ
て
い
な
い
も
の
も
あ
り
、
件

数
等

に
も
バ
ラ
つ

き
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
対

象
債

権
に
つ

い
て
は
選

別
し
て
い
る
。

介
護

保
険

料
及

び
後

期
高

齢
者

医
療

保
険

料
に
つ

い
て
は
、
現

年
分

か
ら
取

り
扱

う
か
滞

納
繰

越
分

の
み

か
と
い
っ
た
議

論
は
あ
っ
た
が
、
現

年
分

か
ら
取

り
扱

う
場

合
は
収

納
課

の
職

員
を
増

員
し
な
い
と
対

応
で
き
な
い
等

費
用

対
効

果
に
問

題
が
あ
っ
た
た
め
、

滞
納

繰
越

分
の
み

（
滞

納
繰

越
分

の
あ
る
滞

納
者

の
現

年
分

は
収

納
課

で
徴

収
す

る
）
の
取

扱
い
と
し
た
。

強
制

徴
収

公
債

権
、
非

強
制

徴
収

公
債

権
、
私

債
権 庁

内
に
債

権
適

正
管

理
検

討
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー

ム
を
立

ち
上

げ
、
管

理
及

び
徴

収
に
係

る
現

状
調

査
、

適
正

管
理

手
法

の
検

討
を
行

っ
た
。
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

債
権

所
管

課
と
の
間

に
お

い
て
は
、
①

収
納

課
移

管
前

の
債

権
管

理
が
し
っ
か
り
で
き
て
い
な
い
（
賦

課
や

督
促

に
瑕

疵
が
あ
る
等

）
、
②

移
管

し
た
事

案
以

外
の
事

案
の
徴

収
が
さ
れ
て
い
な
い
、
③

賦
課

と
徴

収
は
一

体
な
の
で
債

権
所

管
課

の
協

力
が
得

ら
れ
な

い
と
移

管
後

の
徴

収
事

務
も
上

手
く
回

ら
な
い
（
賦

課
の
更

正
等

の
情

報
提

供
、
還

付
充

当
、
滞

納
者

が
賦

課
に
納

得
し
て
い
な
い
場

合
の
説

明
等

々
）
と
い
っ

た
問

題
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
①

に
関

し
て
は
、
国

立
市

で
は
徴

収
一

元
化

だ
け
で
な
く
、
市

債
権

の
総

括
管

理
（
債

権
所

管
課

に
て
行

う
賦

課
や

督
促

等
に
瑕

疵
が
な
い
か
チ
ェ
ッ
ク
し
、
問

題
が
あ
れ
ば

是
正

し
て

も
ら
う
等

）
を
し
っ
か
り
や

る
よ
う
に
し
て
い
る
。
②

に
関

し
て
は
、
困

難
事

案
の
み

等
で
は
な
く
、
基

本
的

に
全

件
引

き
受

け
る
こ
と
を
考

え
て
い
る
（
国

立
市

規
模

で
あ
れ
ば

効
率

性
の
観

点
で
も
そ
の
ほ
う
が
良

い
）
。

③
に
関

し
て
は
、
な
か
な
か
難

し
い
と
こ
ろ
で
あ
る

が
、
収

納
課

に
お

い
て
も
当

該
債

権
に
関

す
る
知

識
を
身

に
つ

け
る
こ
と
や

何
か
ト
ラ
ブ
ル
が
あ
っ
た
場

合
は
繰

り
返

さ
な
い
よ
う
に
最

低
限

の
ル
ー

ル
作

り
を
行

う
等

し
て
い
る
。

収
納

課
に
お

い
て
は
、
様

々
な
債

権
を
取

扱
う
こ
と
に

な
る
が
、
債

権
ご
と
に
取

扱
い
が
異

な
る
（
特

に
税

と
料

で
使

用
し
て
い
る
シ
ス
テ
ム
が
異

な
る
、
強

制
徴

収
公

債
権

と
非

強
制

徴
収

債
権

で
徴

収
の
仕

方
が
大

き
く
異

な
る
）
た
め
、
業

務
が
複

雑
に
な
る
。
ま
た
、
徴

収
一

元
化

自
体

ま
だ
ス
タ
ー

ト
し
て
間

も
な
い
た
め
、

試
行

錯
誤

し
な
が
ら
進

め
て
い
る
部

分
も
大

き
い
。
し

た
が
っ
て
、
今

後
は
よ
り
効

果
的

な
徴

収
手

法
の
検

討
や

業
務

分
担

・
引

継
等

を
い
か
に
上

手
に
行

っ
て

い
く
か
が
重

要
と
な
る
。
そ
の
た
め
、
種

々
の
業

務
手

順
の
確

定
→

マ
ニ
ュ
ア
ル
等

の
整

備
→

会
計

年
度

任
用

職
員

を
含

め
た
業

務
分

担
の
見

直
し
（
新

た
な

割
り
振

り
）
を
適

宜
行

っ
て
い
る
。

各
債

権
所

管
課

に
お

け
る
よ
り
一

層
の
ス
キ
ル
ア
ッ

プ

自
治

体
上

記
所

管
と
し
て
の
評

価
に
同

じ
上

記
と
同

様
。

生
活

困
窮

か
ら
生

活
再

建
へ

継
続

し
た
取

組
。

課 　 題

所
　
管

収
納

率
の
向

上
に
は
賦

課
と
徴

収
の
連

携
が
不

可
欠

で
あ
る
が
、
徴

収
を
一

元
化

す
る
こ
と
で
連

携
が
弱

ま
る
可

能
性

が
あ
る
。

上
記

所
管

と
し
て
の
評

価
に
同

じ
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

特
に
な
し

債
権

管
理

条
例

の
取

組
に
よ
り
、
庁

内
連

携
の
仕

組
み

が
強

化
さ
れ
た
。

国
立

市
は
規

模
も
比

較
的

小
さ
く
、
各

債
権

所
管

課
の
職

員
数

も
少

な
い
た
め
、
債

権
管

理
を
各

課
に
て

行
う
よ
り
も
専

門
的

な
知

識
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持

っ
て
い
る

収
納

課
に
徴

収
一

元
化

（
類

似
事

業
を
統

合
）
し
た

ほ
う
が
効

果
的

・
効

率
的

な
徴

収
が
で
き
る
。
ま
た
、

収
納

課
に
て
直

接
徴

収
す

る
こ
と
に
よ
り
各

債
権

所
管

課
が
行

っ
て
い
た
と
き
に
は
見

え
て
い
な
か
っ
た

徴
収

上
の
課

題
等

に
気

づ
く
こ
と
が
で
き
、
結

果
と
し

て
必

要
な
業

務
改

善
を
行

う
こ
と
に
よ
り
、
よ
り
適

切
な

徴
収

が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
法

令
順

守
、
費

用
対

効
果

、
歳

入
の
確

保
、
公

平
・
公

正
な

賦
課

徴
収

、
債

権
所

管
課

の
負

担
軽

減
と
い
っ
た
点

で
効

果
の
あ
る
取

組
で
あ
る
と
評

価
し
て
い
る
。

移
管

を
受

け
た
債

権
に
つ

い
て
、
債

権
放

棄
の
実

績
が
上

が
っ
て
い
る
。

Ｑ
６
　
一

元
化

組
織

導
入

か
ら
現

在
ま
で
の
評

価
及

び
今

後
の
課

題
に
つ

い
て

住
民

・
議

会
一

か
所

で
折

衝
が
で
き
る
の
で
概

ね
好

評
。

特
に
な
し

困
窮

者
を
市

役
所

か
ら
見

つ
け
て
生

活
支

援
に
繋

げ
、
生

活
改

善
・
納

付
へ

繋
げ
て
い
る
。

自
治

体

評 　 価

所
　
管

債
権

の
規

模
が
小

さ
い
場

合
、
配

置
さ
れ
る
人

員
も

少
な
く
知

識
や

ノ
ウ
ハ
ウ
が
蓄

積
さ
れ
な
い
た
め
、
徴

収
力

の
水

準
が
担

当
者

の
異

動
に
大

き
く
左

右
さ
れ

る
が
、
一

元
化

す
る
こ
と
で
知

識
や

ノ
ウ
ハ
ウ
を
共

有
す

る
こ
と
が
で
き
、
高

い
水

準
を
維

持
で
き
る
。

債
権

管
理

部
署

で
あ
る
当

課
の
人

員
が
多

い
た

め
、
全

体
の
連

携
に
お

い
て
機

動
性

と
統

一
性

を
確

保
す

る
必

要
が
あ
る
。
今

後
、
組

織
の
規

模
や

構
成

内
容

に
つ

い
て
は
再

検
討

の
余

地
が
あ
る
が
、

一
元

化
は
継

続
し
て
い
く
。
ま
た
、
更

に
適

正
で
効

率
的

な
事

務
と
な
る
よ
う
精

査
し
て
い
く
必

要
が
あ

る
。

市
の
債

権
と
し
て
統

一
的

な
基

準
で
対

応
が
で
き

る
。

当
課

に
お

け
る
直

近
の
行

政
評

価
は
実

施
し
て
い

な
い
。
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

事
業

名
称

事
業

名
称

事
業

名
称

独
自

減
免

の
導

入
自

立
相

談
支

援
事

業
自

立
相

談
支

援
事

業
・
就

労
支

援
事

業
生

活
困

窮
者

支
援

事
業

住
居

確
保

給
付

事
業

住
居

確
保

給
付

事
業

開
始

時
期

内
容

・
経

費

平
成

2
6
年

に
低

所
得

者
減

免
、
平

成
2
8
年

に
職

権
に
よ
る
所

得
激

減
者

に
対

す
る
減

免
制

度
を
導

入
し
た
。

（
令

和
元

年
度

に
お

け
る
低

所
得

者
減

免
額

は
4
0
4
,0
4
2
,3
0
6
円

。
）

平
成

2
5
年

4
月

～
モ
デ

ル
事

業
と
し
て
開

始
［
委

託
：
（
福

）
生

活
ク
ラ
ブ
］

平
成

2
7
年

4
月

～
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

法
に
基

づ
く
事

業
と
し
て
開

始
平

成
3
0
年

4
月

よ
り
5
年

契
約

と
な
る
。
債

務
負

担
行

為
総

額
2
3
0
,8
5
3
,8
6
1
円

（
平

成
3
0
年

度
～

令
和

4
年

度
）

新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
流

行
に
よ
り
、
景

気
・
雇

用
情

勢
が
悪

化
し
て
お

り
、
相

談
件

数
が
急

上
昇

し
て
い

る
た
め
、
予

備
費

充
当

し
、
令

和
2
年

4
月

2
3
日

よ
り

単
年

度
契

約
で
相

談
員

の
増

員
を
行

っ
て
い
る
。

1
8
,0
2
4
,8
5
8
円

平
成

2
6
年

4
月

よ
り
モ
デ

ル
事

業
と
し
て
開

始
。

生
活

困
窮

に
陥

っ
た
方

の
課

題
整

理
お

よ
び

自
立

に
向

け
た
支

援
を
計

画
に
基

づ
い
て
実

施
す

る
。

ま
た
、
求

職
活

動
の
支

援
を
行

う
。

経
費

　
1
3
,1
8
5
千

円
。

①
自

立
相

談
支

援
事

業
：
H
2
7
年

度
か
ら
実

施
（
前

身
に
つ

い
て
は
上

記
よ
り
）
。
生

活
困

窮
者

等
に
対

す
る
自

立
相

談
支

援
及

び
住

居
確

保
給

付
金

の
給

付
。

②
家

計
改

善
支

援
事

業
：
H
2
7
年

度
か
ら
実

施
。

①
と
一

体
的

に
実

施
す

る
。

③
学

習
・
生

活
支

援
事

業
：
H
2
7
年

度
か
ら
実

施
。

主
に
児

童
扶

養
手

当
受

給
世

帯
の
中

学
生

を
対

象
と
し
た
学

習
支

援
。

④
多

機
関

協
働

に
よ
る
包

括
的

支
援

体
制

構
築

事
業

：
H
2
9
年

度
か
ら
実

施
。
総

合
的

な
相

談
支

援
体

制
づ

く
り
。

経
費

：
①

～
④

合
わ
せ

て
約

3
1
,4
0
0
千

円
。

開
始

時
期

内
容

・
経

費

平
成

2
7
年

4
月

～
生

活
保

護
担

当
の
生

活
支

援
課

で
実

施
［
委

託
：
（
株

）
カ
イ
ン
ズ
ス
タ
ッ
フ
］

平
成

2
8
年

4
月

～
所

管
課

変
更

し
、
地

域
福

祉
課

で
実

施
平

成
3
0
年

4
月

～
生

活
ク
ラ
ブ
に
委

託
（
5
年

契
約

）
し
、
各

事
業

を
一

体
的

に
実

施
。

債
務

負
担

行
為

総
額

3
0
,4
0
1
,1
4
7
円

（
平

成
3
0
年

度
～

令
和

4
年

度
）

新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
流

行
に
よ
り
、
景

気
・
雇

用
情

勢
が
悪

化
し
、
令

和
2
年

4
月

2
0
日

の
制

度
改

正
で

対
象

者
が
大

幅
に
拡

大
さ
れ
、
申

請
の
急

増
に
対

応
す

る
た
め
、
令

和
2
年

4
月

2
7
日

よ
り
一

時
的

に
市

直
営

で
臨

時
窓

口
を
設

置
。
同

年
6
月

3
0
日

よ
り

「
さ
ー

く
る
」
の
受

託
法

人
で
あ
る
（
福

）
生

活
ク
ラ
ブ

に
同

窓
口

の
委

託
を
行

っ
て
い
る
。
5
1
,2
6
1
,6
5
0
円

（
令

和
2
年

度
）

平
成

2
7
年

4
月

か
ら
開

始
。

失
業

等
に
よ
り
住

ま
い
を
失

う
可

能
性

の
高

い
方

に
、
一

定
期

間
、
家

賃
相

当
額

を
助

成
す

る
。

経
費

　
5
3
,4
8
5
千

円
。

・
消

費
生

活
相

談
事

業
：
平

成
1
1
年

度
か
ら
。
消

費
者

ト
ラ
ブ
ル
の
解

決
や

多
重

債
務

相
談

な
ど
。

・
そ
の
他

、
野

洲
市

く
ら
し
支

え
あ
い
条

例
に
お

け
る
訪

問
販

売
登

録
制

度
等

の
啓

発
・
運

用
及

び
行

政
指

導
・
行

政
処

分
等

、
見

守
り
等

の
活

動
強

化
（
見

守
り
リ
ス
ト
作

成
、
セ
ミ
ナ
ー

開
催

等
）
、
三

方
よ

し
経

営
推

進
事

業
（
事

業
者

向
け
講

座
等

）
、
い
の

ち
を
守

る
多

重
債

務
対

策
事

業
（
研

修
会

開
催

等
）
、
地

域
に
法

律
を
届

け
る
仕

組
み

づ
く
り
事

業
（
法

律
相

談
の
実

施
）
な
ど

消
費

者
行

政
推

進
事

業

開
始

時
期

内
容

・
経

費

平
成

2
7
年

4
月

～
開

始
［
委

託
：
（
福

）
生

活
ク
ラ
ブ
］

平
成

2
8
年

4
月

～
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー

ト
業

務
を
別

途
委

託
［
（
福

）
船

橋
市

社
会

福
祉

協
議

会
］
。
単

年
度

契
約

4
,4
3
3
,0
0
0
円

（
令

和
2
年

度
）

平
成

3
0
年

4
月

よ
り
5
年

契
約

と
な
る
。
［
委

託
：
（
福

）
生

活
ク
ラ
ブ
］
債

務
負

担
行

為
総

額
7
4
,5
5
9
,9
0
9

円
（
平

成
3
0
年

度
～

令
和

4
年

度
）

平
成

2
7
年

1
0
月

に
開

始
。

就
職

活
動

を
行

う
段

階
に
至

る
前

の
方

を
対

象
に
、
生

活
リ
ズ
ム
の
形

成
や

社
会

性
の
促

進
な
ど
を

図
る
セ
ミ
ナ
ー

等
を
実

施
す

る
。

経
費

　
7
,7
3
5
千

円
。
（
生

活
保

護
受

給
者

と
一

体
的

に
実

施
。
）

・
法

律
相

談
（
弁

護
士

、
司

法
書

士
）
、
税

務
相

談
、

行
政

書
士

相
談

、
行

政
相

談
・
経

費
：
約

6
0
0
千

円

就
労

準
備

支
援

事
業

就
労

準
備

支
援

事
業

市
民

法
律

相
談

運
営

事
業

直 接 支 援 の 内 容

1
2
 ペ

ー
ジ

債権管理業務における生活困窮者支援・外国人対応
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債

権
管

理
状

況
調

査
【
集

計
版

】
②

生
活

困
窮

者
支

援
に

つ
い

て

委
託

の
場

合

実
施

時
期

仙
　

台
　

市
船

　
橋

　
市

国
　

立
　

市
野

　
洲

　
市

Ｑ
７

　
生

活
困

窮
者

支
援

に
つ

い
て

委
託

先
：
社

会
福

祉
法

人
生

活
ク

ラ
ブ

直 接 対 応 部 署

組
織

構
成

生
活

困
窮

者
に

対
す

る
納

付
相

談
は

保
険

年
金

課
徴

収
対

策
室

で
行

っ
て

お
り

、
そ

の
他

の
相

談
が

必
要

な
場

合
は

他
の

福
祉

関
連

窓
口

を
案

内
し

て
い

る
。

【
さ

ー
く

る
】

福
祉

サ
ー

ビ
ス

部
　

地
域

福
祉

課
　

地
域

福
祉

推
進

係
健

康
福

祉
部

　
福

祉
総

務
課

　
福

祉
総

合
相

談
係

（
実

施
部

署
）
市

民
生

活
相

談
課

（
包

括
的

相
談

支
援

窓
口

）
市

民
生

活
相

談
課

、
市

民
サ

ー
ビ

ス
セ

ン
タ

ー

職
員

配
置

数
現

行
組

織
の

職
員

配
置

数
参

照
。

総
数

1
7
名

（
常

勤
：
9
名

／
再

任
用

短
時

間
：
2
名

）
　

　
　

　
　

 （
会

計
年

度
：
5
名

／
そ

の
他

：
1
名

）
総

数
8
名

（
常

勤
：
3
名

／
会

計
年

度
：
5
名

）
総

数
1
1
名

（
常

勤
：
4
名

／
再

任
用

：
2
名

）
　

　
　

　
  
 （

会
計

年
度

：
5
名

）

債 権 管 理 部 署 と し て 実 施

平
成

2
4
年

度
　

開
始

生
活

困
窮

者
自

立
支

援
制

度
と

し
て

は
、

平
成

2
7
年

4
月

開
始

平
成

2
6
年

4
月

1
日

に
福

祉
総

合
相

談
係

を
開

設
。

生
活

困
窮

者
支

援
事

業
と

の
連

携
連

絡
会

議
を

実
施

し
、

情
報

共
有

を
行

っ
て

い
る

。
多

重
債

務
問

題
対

策
庁

内
連

絡
会

、
さ

ー
く

る
庁

内
連

絡
調

整
会

議
へ

の
参

加
　

等
個

人
情

報
に

関
す

る
同

意
書

に
基

づ
く

情
報

共
有

等
を

行
っ

て
い

る
。

納
付

相
談

を
通

じ
て

生
活

状
況

等
を

確
認

し
、

本
人

の
同

意
を

得
た

う
え

で
生

活
困

窮
者

支
援

担
当

部
署

で
あ

る
市

民
生

活
相

談
課

と
連

携
し

て
い

る
。

そ
の

他
国

民
健

康
保

険
料

に
つ

い
て

、
生

活
困

窮
者

に
は

、
一

定
の

基
準

で
保

険
料

を
減

免
す

る
独

自
の

減
免

制
度

を
設

け
た

。

福
祉

窓
口

へ
の

案
内

実
施

し
て

い
る

。
生

活
保

護
担

当
部

署
、

さ
ー

く
る

（
保

険
と

福
祉

の
総

合
相

談
窓

口
）
、

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー

（
多

重
債

務
専

門
相

談
窓

口
）
等

納
付

相
談

の
中

で
生

活
困

窮
者

を
発

見
し

た
場

合
は

、
福

祉
部

門
を

案
内

し
て

い
る

。
納

付
相

談
を

通
じ

て
必

要
と

思
わ

れ
る

福
祉

関
連

窓
口

へ
の

引
継

ぎ
を

行
っ

て
い

る
。

納
付

相
談

の
実

施
実

施
し

て
い

る
。

さ
ー

く
る

担
当

者
が

同
席

し
て

納
付

相
談

に
来

庁
す

る
こ

と
は

あ
る

。
実

施
し

て
い

る
。

納
付

相
談

に
お

い
て

は
生

活
状

況
に

つ
い

て
の

聞
き

取
り

を
行

う
中

で
困

窮
状

態
で

あ
る

か
判

断
し

て
い

る
。

実 施 経 緯 等

経
緯

・
背

景

本
市

の
国

保
加

入
世

帯
の

3
分

の
2
が

国
民

生
活

基
礎

調
査

で
相

対
的

貧
困

世
帯

と
さ

れ
る

低
所

得
世

帯
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
そ

の
所

得
階

層
に

対
し

て
の

対
策

を
強

化
し

た
。

第
2
次

船
橋

市
地

域
福

祉
計

画
（
計

画
期

間
：
平

成
2
2
年

～
平

成
2
6
年

）
の

策
定

委
員

か
ら

福
祉

に
関

す
る

ワ
ン

ス
ト
ッ

プ
の

窓
口

の
提

言
が

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

制
度

の
狭

間
に

あ
る

人
や

複
合

的
な

課
題

を
抱

え
る

人
へ

の
支

援
を

行
う

「
保

健
と

福
祉

の
総

合
相

談
窓

口
」
さ

ー
く

る
を

平
成

2
4
年

1
2
月

か
ら

市
の

単
独

事
業

と
し

て
開

始
し

た
（
社

会
福

祉
法

人
生

活
ク

ラ
ブ

に
委

託
）
。

平
成

2
5
年

4
月

に
厚

生
労

働
省

の
生

活
困

窮
者

自
立

相
談

支
援

事
業

の
モ

デ
ル

事
業

に
採

択
さ

れ
る

。
平

成
2
7
年

4
月

に
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

法
が

施
行

さ
れ

た
こ

と
に

伴
い

、
同

法
に

基
づ

く
生

活
困

窮
者

自
立

相
談

支
援

事
業

を
さ

ー
く

る
の

拡
大

に
よ

り
実

施
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

各
事

業
に

つ
い

て
は

、
順

次
開

始
し

て
い

る
。

平
成

2
7
年

4
月

の
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

法
に

先
駆

け
て

、
生

活
保

護
に

至
る

前
の

セ
フ

テ
ィ

ネ
ッ

ト
機

能
お

よ
び

、
制

度
の

狭
間

に
あ

る
相

談
者

や
複

合
的

課
題

を
抱

え
た

市
民

へ
の

包
括

的
な

相
談

を
担

う
係

が
必

要
で

あ
っ

た
為

。

平
成

2
1
年

度
、

多
重

債
務

相
談

に
お

け
る

全
庁

的
な

連
携

推
進

の
た

め
「
野

洲
市

多
重

債
務

者
包

括
的

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
」
を

設
置

。
こ

の
仕

組
み

を
ベ

ー
ス

と
し

て
平

成
2
3
年

度
～

2
4
年

度
に

内
閣

府
の

モ
デ

ル
事

業
「
パ

ー
ソ

ナ
ル

サ
ポ

ー
ト
サ

ー
ビ

ス
・
モ

デ
ル

事
業

」
を

実
施

し
、

包
括

的
な

生
活

困
窮

者
支

援
の

体
制

整
備

を
図

っ
た

。
平

成
2
5
年

度
～

2
6
年

度
は

生
活

困
窮

者
自

立
支

援
法

の
前

身
と

な
る

モ
デ

ル
事

業
を

実
施

し
2
7
年

度
か

ら
法

律
で

位
置

付
け

ら
れ

た
困

窮
者

支
援

を
現

在
の

野
洲

市
の

体
制

と
し

て
強

化
し

た
。
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

収
入

率
向

上

低
所

得
者

、
特

に
世

帯
所

得
が
1
0
0
万

円
超

2
0
0

万
円

以
下

の
世

帯
に
つ

い
て
、
平

成
2
5
年

度
の
収

納
率

は
約

8
5
％

で
あ
っ
た
が
、
平

成
2
9
年

度
に
は

約
9
2
％

に
ま
で
向

上
し
た
。

生
活

困
窮

者
支

援
導

入
の
視

点
か
ら
の
集

計
は

行
っ
て
い
な
い
。
徴

収
率

自
体

は
向

上
し
て
い
る
。

生
活

再
建

に
よ
り
納

付
環

境
が
整

え
ば

、
収

納
率

の
向

上
に
つ

な
が
る
と
考

え
ら
れ
る
が
、
具

体
的

な
効

果
が
ど
の
程

度
あ
る
か
は
不

明
。

差
押

に
よ
る
一

時
的

な
徴

収
よ
り
も
、
生

活
再

建
を

経
て
納

税
さ
れ
る
方

が
長

期
的

な
納

税
額

が
大

き
く
な
る
。

複
数

債
権

滞
納

者
対

応

ひ
と
つ

の
債

権
に
つ

い
て
相

談
に
来

た
際

に
、
他

の
債

権
の
状

況
も
把

握
し
た
上

で
納

付
相

談
を

行
っ
て
い
る
。

さ
ー

く
る
か
ら
の
支

援
状

況
に
よ
っ
て
は
移

管
さ
れ

て
い
な
い
滞

納
者

の
複

数
債

権
の
状

況
も
把

握
す

る
こ
と
が
可

能
と
な
る
。

ま
た
、
滞

納
者

に
と
っ
て
は
市

へ
の
債

務
の
み

な
ら

ず
、
外

部
へ

の
債

務
も
含

め
た
多

重
債

務
の
整

理
に
も
つ

な
が
る
。

一
元

化
に
よ
り
複

数
債

権
滞

納
者

で
あ
っ
て
も
、
ま

と
め
て
1
回

収
納

課
と
納

付
相

談
す

れ
ば

良
い
の

で
、
市

民
の
利

便
性

は
向

上
す

る
こ
と
に
な
る
。

総
合

的
に
判

断
す

る
こ
と
に
よ
り
、
各

債
権

所
管

課
に
お

い
て
対

応
す

る
よ
り
も
効

率
的

に
実

施
で
き
、

滞
納

者
の
方

の
負

担
も
軽

減
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

国
保

短
期

証
等

発
行

割
合

減
少

し
て
い
る
。

当
課

の
生

活
困

窮
者

支
援

導
入

と
の
因

果
関

係
を

立
証

で
き
な
い
こ
と
か
ら
、
未

集
計

。

国
立

市
で
は
以

前
よ
り
市

税
及

び
国

民
健

康
保

険
税

を
徴

収
一

元
化

し
て
い
る
た
め
、
一

元
化

前
後

で
短

期
証

・
資

格
者

証
発

行
割

合
が
減

少
し
た
か

ど
う
か
は
不

明
。

国
保

短
期

証
・
資

格
者

証
の
交

付
予

定
者

に
対

し
納

付
相

談
を
さ
れ
る
よ
う
通

知
を
す

る
こ
と
に
よ
り
、

滞
納

者
と
の
接

触
機

会
を
持

つ
こ
と
で
生

活
困

窮
者

の
発

見
や

納
付

に
繋

が
る
こ
と
で
減

少
と
な
っ
て

い
る
。

介
護

保
険

等
給

付
制

限
介

護
保

険
被

保
険

者
数

に
対

す
る
給

付
制

限
対

象
者

数
の
割

合
は
、
減

少
し
て
い
る
。

当
課

の
生

活
困

窮
者

支
援

導
入

と
の
因

果
関

係
を

立
証

で
き
な
い
こ
と
か
ら
、
未

集
計

把
握

し
て
い
な
い
。

介
護

保
険

料
等

の
債

権
所

管
課

と
も
連

携
し
、
生

活
再

建
や

納
付

へ
繋

げ
る
こ
と
で
給

付
制

限
対

象
者

の
減

少
に
繋

が
る
。

　
そ
の
他

徴
収

の
過

程
に
お

い
て
生

活
困

窮
者

を
発

見
し
、

福
祉

部
門

に
つ

な
ぐ
こ
と
自

体
が
市

民
サ
ー

ビ
ス

の
一

つ
と
な
る
。

所
　
管

所
得

に
よ
っ
て
生

じ
て
い
た
収

納
率

の
格

差
が
大

幅
に
是

正
さ
れ
た
。

生
活

困
窮

者
支

援
と
い
う
観

点
か
ら
は
、
折

衝
時

に
支

援
機

関
を
案

内
す

る
に
留

ま
っ
て
い
る
。

納
付

相
談

の
中

で
生

活
困

窮
者

を
発

見
し
、
福

祉
部

門
に
つ

な
ぐ
ケ
ー

ス
は
毎

年
一

定
数

い
る
た

め
、
必

要
の
あ
る
業

務
と
考

え
て
い
る
。

野
洲

市
で
は
、
市

民
の
生

活
の
困

り
ご
と
を
解

決
し
、
自

立
を
促

し
、
生

活
再

建
に
向

け
た
支

援
を
行

な
う
こ
と
は
、
市

の
重

要
な
役

割
と
位

置
づ

け
、
「
お

せ
っ
か
い
」
を
合

言
葉

に
、
市

役
所

に
設

置
し
た
総

合
相

談
窓

口
を
核

に
し
て
、
公

共
サ
ー

ビ
ス
、
専

門
家

、
地

域
社

会
の
総

合
力

を
効

果
的

に
発

揮
さ
せ

る
仕

組
み

を
、
法

律
改

正
よ
り
も
い
ち
早

く
取

組
ん

で
き
た
。
な
か
で
も
、
滞

納
を
生

活
困

窮
の
Ｓ
Ｏ
Ｓ
と

捉
え
、
税

金
等

の
滞

納
回

収
に
先

立
っ
て
、
滞

納
の
背

景
に
あ
る
問

題
を
把

握
し
、
生

活
再

建
支

援
に
つ

な
げ
る
こ
と
を
盛

り
込

ん
だ
、
野

洲
市

債
権

管
理

条
例

が
、
市

の
積

極
的

で
総

合
的

な
生

活
困

窮
者

支
援

連
携

の
要

と
な
っ
て
い
る
。

自
治

体
債

権
管

理
部

署
と
し
て
の
生

活
困

窮
者

支
援

施
策

に
つ

い
て
は
、
行

政
評

価
を
行

っ
て
い
な
い
。

特
に
な
し

高
い
評

価
を
得

て
い
る

住
民

・
議

会

徴
収

率
の
向

上
と
徴

収
一

元
化

が
求

め
ら
れ
て
い

た
一

方
で
、
一

部
議

員
や

市
民

団
体

か
ら
滞

納
整

理
に
お

け
る
生

活
困

窮
者

へ
の
支

援
を
求

め
ら
れ

て
い
る
。

特
に
な
し

高
い
評

価
を
得

て
い
る

効 　 　 　 果 評 　 価
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仙
　
台

　
市

船
　
橋

　
市

国
　
立

　
市

野
　
洲

　
市

事
業

名
称

事
業

名
称

家
計

改
善

支
援

事
業

家
計

改
善

支
援

事
業

市
民

生
活

総
合

支
援

推
進

委
員

会
事

業

開
始

時
期

内
容

・
経

費

平
成

2
9
年

4
月

～
開

始
［
委

託
：
（
福

）
生

活
ク
ラ
ブ
］

平
成

3
0
年

4
月

よ
り
5
年

契
約

と
な
る
。
債

務
負

担
行

為
総

額
3
0
,5
6
3
,1
2
4
円

（
平

成
3
0
年

度
～

令
和

4
年

度
）

平
成

2
6
年

1
0
月

に
開

始
。

家
計

収
支

状
況

の
把

握
と
改

善
を
、
家

計
簿

等
を

使
っ
て
実

施
し
、
適

正
な
支

出
で
自

己
管

理
で
き

る
よ
う
支

援
す

る
。

経
費

　
3
,8
1
8
千

円

（
開

始
時

期
）
平

成
2
3
年

度
（
内

容
）

・
社

会
問

題
化

し
て
い
る
、
自

殺
、
生

活
困

窮
、
人

権
侵

害
な
ど
市

民
生

活
に
関

す
る
深

刻
な
問

題
の

解
決

に
向

け
て
、
庁

内
3
4
の
部

署
で
組

織
す

る
市

民
生

活
総

合
支

援
推

進
委

員
会

を
年

2
回

開
催

し
、
積

極
的

な
施

策
の
推

進
及

び
生

活
再

建
の
支

援
体

制
強

化
を
図

っ
て
い
る
。

（
経

費
）
1
0
0
千

円
（
生

活
困

窮
者

支
援

事
業

の
経

費
に
含

ま
れ
る
。
）

開
始

時
期

内
容

・
経

費

平
成

2
8
年

5
月

に
開

始
。

学
習

環
境

の
整

っ
て
い
な
い
生

活
保

護
世

帯
及

び
生

活
困

窮
世

帯
の
児

童
に
、
定

期
的

な
勉

強
の
時

間
を
設

け
て
、
学

習
習

慣
の
形

成
を
行

う
。

経
費

　
9
,0
6
3
千

円
。
（
生

活
保

護
受

給
者

と
一

体
的

に
実

施
。
）

子
ど
も
の
学

習
・
生

活
支

援
事

業

直 接 支 援 の 内 容 （ つ づ き ） 新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感

染
症

対
応

事
業

【
市

独
自

の
事

業
と
し
て
】

・
市

営
住

宅
の
提

供
；
解

雇
等

に
よ
り
住

宅
の
退

去
を
余

儀
な
く
さ
れ
る
人

に
市

営
住

宅
の
提

供
・
船

橋
市

事
務

パ
ー

ト
（
会

計
年

度
任

用
職

員
）
を

雇
用

；
失

業
者

等
を
対

象
と
し
た
緊

急
雇

用
・
手

続
き
に
使

用
す

る
各

種
証

明
書

を
無

料
発

行
；
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ス
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業
継

続
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支
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金
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①
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金

②
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急
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③
住
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活
支

援
緊

急
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等
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生

活
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緊

急
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付
金 ⑤
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税
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等
に
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う
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緊

急
給
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金
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費

①
～

⑤
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参考法令 

 

【地方税法】［昭和 25 年 7 月 31 日：法律第 226 号］ 

(秘密漏えいに関する罪) 

第二十二条 地方税に関する調査(不服申立てに係る事件の審理のための調査

及び地方税の犯則事件の調査を含む。)若しくは租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭和四十四年法律第四十六

号)の規定に基づいて行う情報の提供のための調査に関する事務又は地方税の

徴収に関する事務に従事している者又は従事していた者は、これらの事務に関

して知り得た秘密を漏らし、又は窃用した場合においては、二年以下の懲役又は

百万円以下の罰金に処する。 

(昭三四法一四九・追加、平一〇法二七・平二三法八三・一部改正) 

 

【個人情報保護法】［平成 15 年 5 月 30 日：法律第 57 号］ 

(利用目的の特定) 

第十五条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用

の目的(以下「利用目的」という。)をできる限り特定しなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と

関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

(平二七法六五・一部改正) 

(利用目的による制限) 

第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規

定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱

ってはならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者

から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人

の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範

囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。 

３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同

意を得ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合

であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 
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、
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支

援
経

過
の
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管
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身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該個人情報取扱事業

者の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合 

三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協

力する必要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することに

より当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

(平二七法六五・一部改正) 

 

【生活困窮者自立支援法】［平成 25 年 12 月 13 日：法律第 105 号］ 

(利用勧奨等) 

第八条 都道府県等は、福祉、就労、教育、税務、住宅その他のその所掌事務に

関する業務の遂行に当たって、生活困窮者を把握したときは、当該生活困窮者に

対し、この法律に基づく事業の利用及び給付金の受給の勧奨その他適切な措置

を講ずるように努めるものとする。 

(平三〇法四四・追加) 

(支援会議) 

第九条 都道府県等は、関係機関、第五条第二項(第七条第三項において準用す

る場合を含む。)の規定による委託を受けた者、生活困窮者に対する支援に関係

する団体、当該支援に関係する職務に従事する者その他の関係者(第三項及び第

四項において「関係機関等」という。)により構成される会議(以下この条におい

て「支援会議」という。)を組織することができる。 

２ 支援会議は、生活困窮者に対する自立の支援を図るために必要な情報の交

換を行うとともに、生活困窮者が地域において日常生活及び社会生活を営むの

に必要な支援体制に関する検討を行うものとする。 

３ 支援会議は、前項の規定による情報の交換及び検討を行うために必要があ

ると認めるときは、関係機関等に対し、生活困窮者に関する資料又は情報の提供、

意見の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

４ 関係機関等は、前項の規定による求めがあった場合には、これに協力するよ

うに努めるものとする。 

５ 支援会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がなく、支

援会議の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、支援会議の組織及び運営に関し必要な事項は、

支援会議が定める。 

(平三〇法四四・追加) 
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四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事

務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得

ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(適正な取得) 

第十七条 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取

得してはならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意

を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。 

一 法令に基づく場合 

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同

意を得ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合

であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事

務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得

ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

五 当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、第七十六条第一項

各号に掲げる者その他個人情報保護委員会規則で定める者により公開されてい

る場合 

六 その他前各号に掲げる場合に準ずるものとして政令で定める場合 

(平二七法六五・一部改正) 

(取得に際しての利用目的の通知等) 

第十八条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその

利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、

又は公表しなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結

することに伴って契約書その他の書面(電磁的記録を含む。以下この項において

同じ。)に記載された当該本人の個人情報を取得する場合その他本人から直接書

面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、

その利用目的を明示しなければならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保

護のために緊急に必要がある場合は、この限りでない。 

３ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的に

ついて、本人に通知し、又は公表しなければならない。 

４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、
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事  務  連  絡 

平成 30 年 10 月１日 

 

 

都道府県 

各 指定都市 生活困窮者自立支援制度担当部（局）殿 

 中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

生活困窮者自立支援室 

  

 

生活困窮者自立支援制度と関係制度等との連携について 

 

 

 日頃より厚生労働行政の推進にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 平成 27 年４月より施行された生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号。以

下「法」という。）について、生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、平成 30 年

６月８日に生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改

正する法律（平成 30 年法律第 44 号。以下「改正法」という。）が公布され、同年 10 月

１日より改正法による改正後の法が、順次施行されます。 

生活困窮者自立支援制度においては、多様で複合的な課題を有する生活困窮者を早

期に発見するとともに、生活困窮者の状況に応じた包括的な支援を適切に行う観点等

から、これまで生活保護制度や介護保険制度等との連携に関する通知や公共職業安定

所等との連携に関する事務連絡（以下「連携通知等」という。）を発出し、関係制度や

関係機関との連携強化に取り組んできたところです。 

今般、関係機関等との連携をさらに強化する観点等から、改正法による改正後の法

において、福祉事務所設置自治体の関係部局が生活困窮者自立支援制度の利用勧奨等

を行うことが努力義務とされた（同法第８条関係）ことも踏まえ、新たに関係制度や

関係機関との連携に関する通知を発出するとともに、既に発出した連携通知等の一部

の改正等を行い、別添１から別添 14 のとおり通知することとしたので、各自治体の関

係主管部局におかれては、改正法による改正後の法の内容も含め、法の趣旨や内容を

理解いただき、更なる連携を推進していただくようお願いします。 

また、各都道府県におかれては、管内市町村（指定都市及び中核市を除く。）、関係機

関及び関係団体等に広く周知いただくよう、よろしくお願いします。 
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別
紙

新
旧

対
照

表
（

下
線

部
分

は
改
正
部

分
）

改
正

後
現

行

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
制
度
と
多
重
債
務
者
対
策

担
当

分
野

と
の

連
携

に
つ

い
て

生
活
保
護
に
至

る
前
の
段
階
に
あ
る
生
活
困
窮
者
に
対
す
る
自
立
支
援

策
を

強
化

す
る

た
め

平
成

2
7
年

４
月

か
ら

施

行
さ
れ
た
生
活
困

窮
者
自
立
支
援
法
（
平
成

2
5
年
法
律
第

1
0
5
号
。
以

下
「
法

」
と

い
う

。
）
に

つ
い
て

、
生

活
困

窮
者

等
の
一
層
の
自
立

の
促
進
を
図
る
た
め
、
今
般
、
生
活
困
窮
者
等
の
自
立

を
促

進
す

る
た

め
の

生
活

困
窮

者
自

立
支

援
法

等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
（
平
成

3
0
年
法
律
第

4
4
号
。
以
下
「
改
正

法
」
と

い
う

。
）
が

平
成

3
0
年

６
月

８
日

に
公

布
さ
れ
、
同
法
に

よ
る
改
正
後
の
法
が
、
同
年

1
0
月
１
日
か
ら
順
次
施

行
さ

れ
る

。

生
活
困
窮
者
自

立
支
援
制
度
は
、
生
活
困
窮
者
に
対
し
、
そ
の
就
労
の

状
況

、
心

身
の

状
況

、
地

域
社

会
か

ら
の

孤
立

の
状
況
な
ど
様
々

な
状
況
又
は
そ
れ
ら
の
複
合
的
な
状
況
に
応
じ
て
、
自

立
相

談
支

援
事

業
を

中
核

に
、
住

居
確

保
給

付

金
の
支
給
、
就
労
準
備
支
援
事
業
や
家
計
改
善
支
援
事
業
の
実
施
等
に
よ

り
包

括
的

か
つ

早
期

的
な

支
援

を
提

供
す

る
も

の
で
あ
る
。

本
制
度
に
基
づ

き
生
活
困
窮
者
に
対
す
る
包
括
的
か
つ
早
期
的
な
支
援

を
行

う
た

め
に

は
、
法

に
基

づ
く

事
業

の
み

な

ら
ず
、
他
制
度
・

他
事
業
と
の
連
携
が
重
要
で
あ
り
、
そ
の
中
で
多
重
債

務
者

対
策

と
の

連
携

も
必

要
で

あ
る

。

こ
の
た
め
、
こ

れ
ま
で
本
通
知
及
び
多
重
債
務
相
談
及
び
消
費
生
活

相
談

担
当

部
局

長
宛

の
「

生
活

困
窮

者
自

立
支

援

法
の
施
行
に
伴
う

関
係
部
署
等
と
の
連
携
に
つ
い
て
」
（
平
成

2
7
年

３
月

3
1
日

付
金

総
第

2
1
8
8
号

・
消

政
策

第
1
3
5

号
）
に
お
い
て
、
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
制
度
と
多
重
債
務
者
対
策
の
積

極
的

な
連

携
の

推
進

を
図

っ
て

き
た

と
こ

ろ
で

あ
る
。

そ
う
し
た
中
、
連
携
を
強
化
す
る
観
点
か
ら
、
改
正
法
に
よ
る
改
正
後

の
法

第
８

条
の

規
定

に
お

い
て

、
福

祉
事

務
所

設
置
自
治
体
の
福

祉
、
就
労
、
教
育
、
税
務
、
住
宅

そ
の
他
の
関
係
部

局
に

お
い

て
、
生

活
困

窮
者

を
把

握
し

た
と

き
は

、

生
活

困
窮

者
本

人
に

対
し

て
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

制
度

の
利

用
の

勧
奨

等
を

行
う

こ
と

が
努

力
義

務
と

さ
れ

た
と

こ

ろ
で
あ
り
、
福
祉

事
務
所
設
置
自
治
体
に
お
け
る
多
重
債
務
相
談
及
び

消
費

生
活

相
談

担
当

部
署

に
つ

い
て

も
、
こ

れ
ら

の
関
係
部
局
に
該

当
す
る
も
の
と
し
て
想
定
し
て
い
る

。

つ
い
て
は
、
生
活
困
窮
者
本
人
の
状
況
に
応
じ
た
よ
り
包
括
的
な
支
援

が
提

供
さ

れ
る

よ
う

更
な

る
連

携
を

進
め

て
い

た
だ
く
と
と

も
に
、
各

都
道
府
県
に
お

か
れ
て
は

、
管
内
市
町
村

（
特

別
区

を
含

む
。
）

及
び

関
係

機
関

等
に

周
知

い
た

だ
く
よ
う
、
よ
ろ

し
く
お
願
い
し
た
い
。

ま
た
、
本
通
知
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
所
管
省
庁
を
通
じ
て
、
各
自

治
体

の
多

重
債

務
者

対
策

担
当

部
局

に
も

周
知

さ

れ
る
の
で
、
ご
了

知
い
た
だ
き
た
い
。

（
略
）

記

１
連
携
に
当
た

っ
て
の
基
本
的
な
考
え
方

生
活
困
窮
者

の
中
に
は
、
多
重
債
務
又
は
過
剰
債
務
を
抱
え
そ
の
返

済
が

困
難

と
な

っ
て

い
る

者
や

、
債

務
整

理
を

法
律
専
門
家
に

依
頼
し
た
直
後
の
者
や
債
務
整
理
途
上
の
者
も
一
定
数

存
在

す
る

。

こ
う
し
た
多

重
債
務
を
抱
え
る
者
等
に
対
し
て
は
、
債
務
整
理
及
び

生
活

再
建

に
向

け
た

支
援

が
必

要
で

あ
る

が
、

生
活

困
窮

者
自
立
支
援
法
の
施
行
に
伴
う

多
重

債
務

者
対

策
担

当
分
野
と
の
連
携
に
つ
い
て
（
通
知
）

平
成

2
7
年

４
月

か
ら

生
活

保
護

に
至

る
前

の
段

階
に
あ
る

生
活

困
窮
者

に
対

す
る
自

立
支

援
策
を

強
化

す
る
た
め

の
生

活
困

窮
者

自
立

支
援

法
（

平
成

2
5
年

法
律

第
1
0
5
号
。
以
下
「
新
法
」
と
い
う
。
）
が
施
行
さ
れ
る
。

本
制

度
に

基
づ

き
生

活
困

窮
者

に
対

す
る

包
括

的
な

支
援
を

行
う
た

め
に

は
、

新
法
に

基
づ
く

事
業

の
み

な
ら
ず
、

他
制

度
・

他
事

業
と

の
連

携
が

重
要

で
あ

り
、

そ
の
中
で
多
重
債
務
者
対
策
と
の
連
携
も
必
要
で
あ
る
。

具
体

的
に

は
、
多

重
債

務
等

の
課

題
を

抱
え

る
方
の
支
援
に
お
い
て
は
、
新
法
に
基
づ
く
自
立
相
談
支
援
機
関
等
（
家

計
相

談
支

援
事

業
を

実
施

し
て

い
る

場
合

は
、

家
計

相
談
支

援
事
業

を
行
う

機
関
を
中

心
に
連

携
を
図

る
こ
と
が

想
定

さ
れ

る
。
）
と

多
重

債
務

者
相

談
窓

口
及

び
消

費
生

活
相
談
窓
口
、
法
テ
ラ
ス
、
弁
護
士
会
や
司
法
書
士
会
等
と
の
連
携

が
重

要
で

あ
る

。

連
携

体
制

を
構

築
す

る
際

に
は

、
例

え
ば

、
多

重
債

務
者
対

策
の
連

絡
会

議
そ

の
他
既

に
庁
内

に
設

置
さ

れ
て
い
る

連
絡

会
議

等
の

場
を

活
用

し
、

両
制

度
の

役
割

分
担

、
個
別

支
援
に

向
け
た

体
制
面
で

の
連
携

と
円
滑

な
連
携
の

た
め

の
方

策
の

検
討

等
を

行
う

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。

各
自

治
体

等
に

お
か

れ
て

は
、

本
人

の
状

況
に

応
じ

た
よ
り

包
括
的

な
支

援
が

提
供
さ

れ
る
よ

う
積

極
的

に
連
携
を

進
め

て
い

た
だ

く
と

と
も

に
、
各

都
道

府
県

に
お

か
れ
て
は
、
管
内
市
町
村
（
指
定
都
市
及
び
中
核
市
を
除
く
。
）
及
び

関
係

機
関

等
に

周
知

い
た

だ
く

よ
う

、
よ

ろ
し

く
お
願
い
し
た
い
。

ま
た

、
当

該
通

知
に

つ
い

て
は

、
所

管
省

庁
を

通
じ

て
、
各

自
治
体

の
多

重
債

務
者
対

策
担
当

部
局

に
も

周
知
さ
れ

る
の

で
、

ご
了

知
い

た
だ

き
た

い
。

（
略

）
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社援地発 1001 第 13 号

平成 30 年 10 月１日

都道府県

各 指定都市 生活困窮者自立支援制度主管部（局）長 殿

中核市

厚生労働省社会・援護局地域福祉課長

（ 公 印 省 略 ）

「生活困窮者自立支援法の施行に伴う多重債務者対策担当分野との連携について

（通知）」の一部改正について

生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対する自立支援策を強化するため、平

成27年４月から施行された生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号。以下「法」

という。）について、生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、今般、生活困窮者

等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律（平成 30 年

法律第 44 号。以下「改正法」という。）が平成 30 年６月８日に公布され、同法による

改正後の法が、同年 10 月１日から順次施行される。

これに伴い、今般、「生活困窮者自立支援法の施行に伴う多重債務者対策担当分野と

の連携について（通知）」(平成 27 年３月 27 日付け社援地発 0327 第 11 号。厚生労働

省社会・援護局地域福祉課長通知)の一部を別紙の新旧対照表のとおり改正したので、

各地方公共団体におかれては、改正法による改正後の法の内容も含め、法の趣旨や内

容を理解の上、更なる連携の推進を図っていただくとともに、各都道府県におかれて

は、管内市町村（指定都市及び中核市を除く。）、関係機関及び関係団体等に広く周知

いただくよう、よろしくお願いしたい。

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定

による技術的な助言であることを申し添える。

別添 13
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知
い
た
だ
く
と

と
も
に
、
多
重
債
務
相
談
及
び
消
費
生
活
相
談
担
当
部

署
へ

の
協

力
関

係
を

促
さ

れ
た

い
。
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多
重

債
務

相
談

窓
口

及
び

消
費

生
活

相
談

窓
口

に
よ

る
相

談
支

援
や

そ
れ

ら
の

相
談

窓
口

を
通

じ
た

法
律

専
門

家
に

よ
る
債
務
整
理

と
と
も
に
、
法
に
基
づ
く
家
計
改
善
支
援
事
業
（
※
）
を

実
施
す

る
機

関
等
（

家
計

改
善

支
援

事
業

を

実
施
し
て
い
な

い
自
治
体
に
お
い
て
は
、
自
立
相
談
支
援
事
業
を
行
う

機
関

。
以

下
同

じ
。
）
に

よ
り

、
家

計
の
「

見
え

る
化
」
を
図
っ

た
上
で
、
家
計
の
改
善
に
関
す
る
意
欲
を
引
き
出
し
つ

つ
相

談
者

自
身

の
家

計
を

管
理

す
る

力
を

高
め

、

生
活
の
再
建
に

向
け
た
支
援
が
相
互
に
連
携
し
て
行
わ
れ
る
こ
と
が
求

め
ら

れ
る

。

こ
の
た
め
、
家
計
改
善
支
援
事
業
を
実
施
す
る
機
関
等
は
、
多
重
債

務
を

抱
え

る
者

等
に

対
す

る
債

務
整

理
へ

の
対

応
も
含
め
た
生

活
再
建
に
向
け
た
総
合
的
な
支
援
を
行
う
観
点
か
ら
、
多

重
債

務
相

談
窓

口
及

び
消

費
生

活
相

談
窓

口

や
、
法
律
に
関

す
る
専
門
機
関
で
あ
る
法
テ
ラ
ス
、
弁
護
士
会
及
び
司

法
書

士
会

等
と

の
連

携
が

重
要

で
あ

る
。
こ

れ

ら
多
重
債
務
相

談
窓
口
等
と
の
連
携
に
当
た
っ
て
は
、
例
え
ば
、
家
計

改
善

支
援

事
業

を
実

施
す

る
機

関
等

が
、
家

計

改
善
に
向
け
た

債
務
整
理
等
の
情
報
提
供
や
専
門
的
な
助
言
、
ま
た
債

務
整

理
に

関
係

す
る

窓
口

等
へ

の
つ

な
ぎ

や
同

行
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
多
重
債
務
等
の
課
題
を
含
め
た
経
済
的
な
問

題
を

解
決

し
、
自

立
に

向
け

た
継

続
的

な
支

援

を
行
っ
て
い
く

こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

（
※
）
家
計
改

善
支
援

事
業
に
つ
い
て
は
、
従
来
、
家
計
相
談
支
援
事

業
と

し
て

行
っ

て
き

た
も

の
を

、
家

計
の

状
況

を
明
ら
か
に

し
、
収
支
の
見
直
し
を
と
も
に
考
え
、
主
体
的
に
家
計

を
管

理
す

る
意

欲
を

高
め

る
た

め
の

伴
走

型
支

援
が
行
わ
れ

て
い
る
と
い
っ
た
現
場
の
実
践
を
踏
ま
え
、
家
計
の
改

善
に

取
り

組
む

力
を

育
て

る
支

援
と

の
位

置
づ

け
の
明
確
化

を
図
る
観
点
か
ら
、
改
正
法
に
よ
り
そ
の
名
称
が
改
め

ら
れ

た
も

の
。

２
連
携
体
制
の

構
築

連
携
体
制
を

構
築
す
る
際
に
は
、
例
え
ば
、
多
重
債

務
者
対
策
の

関
係

会
議

や
そ

の
他

消
費

者
行

政
関

係
会

議
の

よ

う
に
既
に
庁
内

に
設
置
さ
れ
て
い
る
会
議
等
の
場
を
活
用
し
、

・
両
制
度
の

役
割
分
担
や
そ
れ
ぞ
れ
の
相
談
窓
口
へ
の
誘
導
方
法
な

ど
の

個
別

支
援

に
向

け
た

体
制

面
で

の
連

携

・
両
制
度
担

当
者
へ
の
そ
れ
ぞ
れ
の
制
度
や
現
況
の
説
明
な
ど
の
円

滑
な

連
携

等
を
実
現
す
る

た
め
に
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

３
自
立
相
談
支

援
事
業
等
の
利
用
勧
奨

生
活
困
窮
者

自
立
支
援
制
度
に
お
い
て
は
、
平
成

2
7
年
４
月
の
施

行
後

、
着

実
に

支
援

の
効

果
が

現
れ

て
き

て
い

る
一
方
で
、
適
切
な
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
て
い
な
い
生
活
困
窮

者
が

依
然

と
し

て
数

多
く

存
在

す
る

と
の

指
摘

が
あ
る
。
生
活
困
窮
者
の
中
に
は
、
日
々
の
生
活
に
追
わ
れ
、
ま
た
、
自

尊
感

情
の

低
下

等
に

よ
り

、
自

ら
自

立
相

談

支
援
事
業
の
相

談
窓
口
に
相
談
を
す
る
こ
と
が
困
難
な
者
も
少
な
く
な

い
。

こ
の
た
め
、
支
援
を
必
要
と
す
る
生
活
困
窮
者
が
相
談
に
訪
れ
る
の

を
待

つ
の

で
は

な
く

、
そ

の
者

に
対

し
相

談
支

援
が
届
く
よ
う

に
す
る
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
の
観
点
が
重
要
で
あ
る
。
ま
た

、
自

ら
支

援
を

求
め

る
こ

と
が

困
難

な
者

に
対

し
て
支
援
を
行

う
た
め
に
は
、
自
立
相
談
支
援
機
関
の
主
導
に
よ
る
把

握
の

み
な

ら
ず

、
様

々
な

関
係

機
関

が
生

活
困

窮
の
端
緒
と
な

る
事
象
を
把
握
し
た
場
合
に
、
自
立
相
談
支
援
機
関
の

相
談

窓
口

に
確

実
に

つ
な

げ
て

い
く

こ
と

が
必

要
で
あ
る
。
実
際
に
、
自

立
相
談
支
援
機
関
の
相
談
窓
口
に
生
活
困

窮
者

を
つ

な
げ

た
庁

内
関

係
機

関
が

多
い

自
治

体

ほ
ど
、
自
立
相

談
支
援
事
業
に
お
け
る
新
規
相
談
件
数
が
多
い
と
の
調

査
結

果
も

あ
る

。

こ
れ
ら
を
踏

ま
え
、
改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の
法
第
８
条
の
規
定
に

よ
り

、
福

祉
事

務
所

設
置

自
治

体
の

福
祉

、
就

労
、
教
育
、
税

務
、
住
宅
そ
の
他
の
関
係
部
局
に
お
い
て
、
生
活
困
窮

者
を

把
握

し
た

と
き

は
、
生

活
困

窮
者

本
人

に

対
し
て
自
立
相

談
支
援
事
業
等
の
利
用
の
勧
奨
等
を
行
う
こ
と
が
努
力

義
務

と
さ

れ
た

と
こ

ろ
で

あ
る

。

当
該
規
定
に

基
づ
き
、
庁
内
に
お
け
る
多
重
債
務
相
談
及
び
消
費
生

活
相

談
担

当
部

署
が

相
談

等
の

業
務

の
遂

行
に

当
た
っ
て
生
活

困
窮
者
を
把
握
し
た
と
き
は
、
生
活
困
窮
者
本
人
に
対

し
て

自
立

相
談

支
援

事
業

等
の

利
用

の
勧

奨
を

行
う
よ
う
努
め

て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
て
い
る
の
で
、
生
活
困
窮
者
自

立
支

援
制

度
主

管
部

局
に

お
か

れ
て

は
、
ご

了
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者自立支援制度の利用の勧奨等を行うことが努力義務とされたところであり、

福祉事務所設置自治体における多重債務相談及び消費生活相談担当部署につい

ても、これらの関係部局に該当するものとして想定している 。

ついては、生活困窮者本人の状況に応じたより包括的な支援が提供されるよ

う更なる連携を進めていただくとともに、各都道府県におかれては、管内市町村

（特別区を含む。）及び関係機関等に周知いただくよう、よろしくお願いしたい。

また、本通知の内容については、所管省庁を通じて、各自治体の多重債務者対

策担当部局にも周知されるので、ご了知いただきたい。

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の

規定による技術的な助言であることを申し添える。

記

１ 連携に当たっての基本的な考え方

生活困窮者の中には、多重債務又は過剰債務を抱えその返済が困難となって

いる者や、債務整理を法律専門家に依頼した直後の者や債務整理途上の者も一

定数存在する。

こうした多重債務を抱える者等に対しては、債務整理及び生活再建に向けた

支援が必要であるが、多重債務相談窓口及び消費生活相談窓口による相談支援

やそれらの相談窓口を通じた法律専門家による債務整理とともに、法に基づく

家計改善支援事業（※）を実施する機関等（家計改善支援事業を実施していな

い自治体においては、自立相談支援事業を行う機関。以下同じ。）により、家

計の「見える化」を図った上で、家計の改善に関する意欲を引き出しつつ相談

者自身の家計を管理する力を高め、生活の再建に向けた支援が相互に連携して

行われることが求められる。

このため、家計改善支援事業を実施する機関等は、多重債務を抱える者等に

対する債務整理への対応も含めた生活再建に向けた総合的な支援を行う観点

から、多重債務相談窓口及び消費生活相談窓口や、法律に関する専門機関であ

る法テラス、弁護士会及び司法書士会等との連携が重要である。これら多重債

務相談窓口等との連携に当たっては、例えば、家計改善支援事業を実施する機

関等が、家計改善に向けた債務整理等の情報提供や専門的な助言、また債務整

理に関係する窓口等へのつなぎや同行を行うことにより、多重債務等の課題を

含めた経済的な問題を解決し、自立に向けた継続的な支援を行っていくことが

期待される。

（※）家計改善支援事業については、従来、家計相談支援事業として行ってき

たものを、家計の状況を明らかにし、収支の見直しをともに考え、主体的

に家計を管理する意欲を高めるための伴走型支援が行われているといっ
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参考（改正後全文）

社援地発 0327 第 11 号

平 成 2 7 年 ３ 月 2 7 日

一 部 改 正

社援地発 1001 第 13 号

平 成 3 0 年 1 0 月 1 日

都道府県

各 指定都市 生活困窮者自立支援制度主管部（局）長 殿

中核市

厚生労働省社会・援護局地域福祉課長

（ 公 印 省 略 ）

生活困窮者自立支援制度と多重債務者対策担当分野との連携について

生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対する自立支援策を強化するた

め平成 27 年４月から施行された生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105

号。以下「法」という。）について、生活困窮者等の一層の自立の促進を図るた

め、今般、生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部

を改正する法律（平成 30 年法律第 44 号。以下「改正法」という。）が平成 30 年

６月８日に公布され、同法による改正後の法が、同年 10 月１日から順次施行さ

れる。

生活困窮者自立支援制度は、生活困窮者に対し、その就労の状況、心身の状況、

地域社会からの孤立の状況など様々な状況又はそれらの複合的な状況に応じて、

自立相談支援事業を中核に、住居確保給付金の支給、就労準備支援事業や家計改

善支援事業の実施等により包括的かつ早期的な支援を提供するものである。

本制度に基づき生活困窮者に対する包括的かつ早期的な支援を行うためには、

法に基づく事業のみならず、他制度・他事業との連携が重要であり、その中で多

重債務者対策との連携も必要である。

このため、これまで本通知及び多重債務相談及び消費生活相談担当部局長宛

の「生活困窮者自立支援法の施行に伴う関係部署等との連携について」（平成 27

年３月 31 日付金総第 2188 号・消政策第 135 号）において、生活困窮者自立支

援制度と多重債務者対策の積極的な連携の推進を図ってきたところである。

そうした中、連携を強化する観点から、改正法による改正後の法第８条の規定

において、福祉事務所設置自治体の福祉、就労、教育、税務、住宅その他の関係

部局において、生活困窮者を把握したときは、生活困窮者本人に対して生活困窮
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- 1 -

総 行 政 第 2 9 号

総 税 市 第 1 1 号

平成23年３月３日

各道府県総務部長

東京都総務局長 殿

東京都主税局長

総務省地域力創造グループ地域政策課長

総務省自治税務局市町村税課長

( 公 印 省 略 )

生活困窮者対策等における税務情報の活用について

生活困窮者対策等の推進については、各地方団体において様々な取組

みが進められているところですが、本人の同意を前提に個人住民税の納

付状況など地方税の賦課徴収に関する個人情報（以下「税務情報」とい

う ）を活用し、関連部署や、地方団体と連携している弁護士等との間。

で情報共有を行うことにより、成果を上げている地方団体も見られると

ころです。こうした取組みは、社会的に孤立し生活困難に陥っている方

等への対策を推進する上で意義のあるものと考えられます。

ついては、こうした取組みを進める際の税務情報の取扱いについて留

意すべき点を下記のとおり整理しましたので、お知らせします。

貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨をご連絡いただくようお願

い申し上げます。

なお、本通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4（技術

的な助言）に基づくものです。

記

１ 税務情報を生活困窮者対策等の施策に活用するため、本人の同意を

前提に当該施策の担当課等に提供する場合は、本人の同意を得られて

いるか、当該施策の実施に必要な範囲での提供であるかどうかを確認

するなど、地方税法第22条及び地方公務員法第34条により守秘義務が

課せられていることを留意の上、対応することが適切と考えられるこ

と。
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た現場の実践を踏まえ、家計の改善に取り組む力を育てる支援との位置

づけの明確化を図る観点から、改正法によりその名称が改められたもの。

２ 連携体制の構築

連携体制を構築する際には、例えば、多重債務者対策の関係会議やその他消

費者行政関係会議のように既に庁内に設置されている会議等の場を活用し、

・ 両制度の役割分担やそれぞれの相談窓口への誘導方法などの個別支援に

向けた体制面での連携

・ 両制度担当者へのそれぞれの制度や現況の説明などの円滑な連携

等を実現するために対応していくことが期待される。

３ 自立相談支援事業等の利用勧奨

生活困窮者自立支援制度においては、平成 27 年４月の施行後、着実に支援

の効果が現れてきている一方で、適切な支援を受けることができていない生活

困窮者が依然として数多く存在するとの指摘がある。生活困窮者の中には、

日々の生活に追われ、また、自尊感情の低下等により、自ら自立相談支援事業

の相談窓口に相談をすることが困難な者も少なくない。

このため、支援を必要とする生活困窮者が相談に訪れるのを待つのではなく、

その者に対し相談支援が届くようにするアウトリーチの観点が重要である。ま

た、自ら支援を求めることが困難な者に対して支援を行うためには、自立相談

支援機関の主導による把握のみならず、様々な関係機関が生活困窮の端緒とな

る事象を把握した場合に、自立相談支援機関の相談窓口に確実につなげていく

ことが必要である。実際に、自立相談支援機関の相談窓口に生活困窮者をつな

げた庁内関係機関が多い自治体ほど、自立相談支援事業における新規相談件数

が多いとの調査結果もある。

これらを踏まえ、改正法による改正後の法第８条の規定により、福祉事務所

設置自治体の福祉、就労、教育、税務、住宅その他の関係部局において、生活

困窮者を把握したときは、生活困窮者本人に対して自立相談支援事業等の利用

の勧奨等を行うことが努力義務とされたところである。

当該規定に基づき、庁内における多重債務相談及び消費生活相談担当部署が

相談等の業務の遂行に当たって生活困窮者を把握したときは、生活困窮者本人

に対して自立相談支援事業等の利用の勧奨を行うよう努めていただくことと

しているので、生活困窮者自立支援制度主管部局におかれては、ご了知いただ

くとともに、多重債務相談及び消費生活相談担当部署への協力関係を促された

い。
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（別添：同意書の例）

○○○ 市長様

税務情報の取り扱いに関する同意書

年 月 日

住所

氏名

私は、下記の目的に限り、○○○市が保有する私の税務情報を、○○

課など下記の目的に関する市の部署において利用すること及び下記の目

的について市と連携して事業を行う弁護士、司法書士、社会福祉協議会

等の市以外の者に提供することに同意します。

記

【例】

１ 多重債務の解消

２ 生活困窮状態の解消と生活の再建

３ ○○○市に対する税、使用料、手数料等の滞納の解消

・

・

・
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２ 税務情報を生活困窮者対策等の施策に活用するため、本人の同意を

前提に当該施策の担当課等に提供する場合に、いかなる方法により本

人の同意を確認するか、当該税務情報を適正に取り扱うために必要な

措置を税務情報の提供先に求めるかどうか等については、各地方団体

の個人情報保護条例に基づき判断すべきものであること。

、 、３ 上記を踏まえ 税務情報を生活困窮者対策等の施策に活用するため

本人の同意を得る際には、例えば、本人に対して、別添の同意書の提

出を求めることが考えられること。また、本人が予期しない税務情報

の目的外利用・提供によって、本人に不安・懸念を生じさせることが

ないように、目的外利用・提供の内容を同意書に明記するとともに、

、 。本人に対して 十分な説明を行うことが適切であると考えられること

担当 市町村税課

水野住民税企画専門官

黒川住民税第一係長

TEL 03-5253-5669
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第２回研究会 

（令和 2 年 7 月 14 日） 

１ 前回研究会の振り返り 

○研究の到達目標イメージ 

○スケジュールイメージ 

２ 先進自治体の取組み紹介 

○総務省事例集の紹介 

○仙台市の取り組み紹介 

〇生活困窮者自立支援全国研究交流大会資料の紹

介 

３ 全区アンケート調査について 

○全区アンケート調査の調査項目検討 

４ その他 

第３回研究会 

（令和 2 年 8 月 18 日） 

１ 特別区アンケート調査について 

○全区アンケート調査の調査項目検討 

○調査スケジュール確認 

２ 先進自治体アンケート調査について 

○先進自治体アンケート調査の調査票検討 

○調査スケジュール確認 

３ 効果的な債権管理手法及び組織について 

４ その他 

第４回研究会 

（令和 2 年 9 月 14 日） 

１ 特別区アンケート調査について 

○全区アンケート調査の調査票検討 

２ 報告書目次案について 

３ 効果的な債権管理手法及び組織について 

４ その他 

第５回研究会 

（令和 2 年 10 月 13 日） 

１ 特別区アンケート調査について 

○全区アンケート調査の調査票検討 

２ 先進自治体アンケート調査について 

○調査結果の共有 

３ 特別区に関する基礎データの共有について 

４ その他 
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○研究会メンバー 

リ ー ダ ー 中野区企画部長            高橋 昭彦 

副 リ ー ダ ー 

中野区企画部業務改善課長       藤永 益次 

中野区企画部業務改善課債権管理担当係長 武田 弥生 

研 究 員 

中野区区民部保険医療課国保徴収係長  竹澤 正人 

江東区区民部納税課徴収第二係長    村松 大 

杉並区保健福祉部杉並福祉事務所徴収調整担当係長 辻 ともみ 

アドバイザー 

弁護士（東京弁護士会所属）      須田 徹 

地方公共団体債権管理コンサルタント 

（株式会社シンク サービス事業推進部長） 永嶋 正裕 

 

○活動実績 

第１回研究会 

（令和 2 年 6 月 16 日） 

１ 研究プロジェクトメンバー紹介 

２ 特別区長会調査研究機構について 

３ 研究内容について 

○研究概要、背景 

○今年度の研究のイメージ 

４ 検討事項 

○特別区等への調査結果（中野区実施）について 

○特別区実態調査の方針について 

５ その他 
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第６回研究会 

（令和 2 年 11 月 25 日） 

１ 特別区アンケート調査について 

○全区アンケート調査の調査結果（速報） 

２ 先進自治体アンケート調査について 

３ 調査研究報告書について 

○「導入（研究目的・背景）」 

○その他全体構成 

４ 効果的な債権管理手法及び組織について 

５ その他 

第７回研究会 

（令和 2 年 12 月 24 日） 

１ 調査研究報告書について 

○たたき台確認 

○とりまとめ作業スケジュールの確認 

２ その他 

第８回研究会 

（令和 3 年 1 月 12 日） 

１ 調査研究報告書について 

○報告書案確認 

○入稿及び校正スケジュールの確認 

○概要版の作成について 

２ その他 

第９回研究会 

（令和 3 年 2 月 8 日） 

１ 調査研究報告書について 

○報告書案確認 

○入稿日の確認 

○概要版の作成について 

２ その他 

第 10 回研究会 

（令和 3 年 2 月 12 日） 

１ 調査研究報告書について 

○報告書案確認 

○修正内容及び入稿日の確認 

２ その他 

第 11 回研究会 

（令和 3 年 3 月 15 日） 

１ 調査研究報告書概要版について 

○報告書概要版案確認 

２ その他 
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テーマ名 提案区等

基礎自治体におけるテレワークの活用と実現方法 品川区

「持続可能な開発のための目標（SDGs）」に関して、
特別区として取り組むべき実行性のある施策について 荒川区

自尊感情とレジリエンスの向上に着目した、育児期女性に対する
支援体制構築に向けての基礎研究 板橋区

大局的に見た特別区の将来像 江戸川区

特別区における小地域人口・世帯分析及び壮年期単身者の現状と課題 基礎調査

特別区における職場学習の現状と効果的な学習支援のあり方 千代田区

特別区におけるごみ減量に向けた取り組みの推進と
今後の清掃事業のあり方 江東区

将来人口推計のあり方 世田谷区

特別区が行うソーシャルビジネスの活動支援策
～地域課題の現状把握を踏まえて～ 世田谷区

債権管理業務における生活困窮者支援・外国人対応 中野区

地域コミュニティ活性化のためにとりうる方策 葛飾区

以上の11テーマを各テーマ別の報告書（計11冊）にまとめて発行しています。
各報告書は、特別区長会調査研究機構ホームページで閲覧できます。

債権管理業務における生活困窮者支援・外国人対応
令和２年度　調査研究報告書

令和２年度
特別区長会調査研究機構調査研究報告書一覧

特別区長会調査研究機構

https://www.tokyo23-kuchokai-kiko.jp
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